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200万もの
異なる見解

世界の答えは1つではない
KPMGのオンラインプラットフォームにアクセスすると、ダッシュ
ボードを利用してフィルターを設定し、組み合わせを試し、例えば
地域による見方の違いや多様なステークホルダーの見解について
知ることができます。また、多くのテーマでエグゼクティブと消費
者に対して同じ質問をしています。ぜひ両者の回答を比較してみて
ください。

この冊子は、オンラインプラットフォームで閲覧できる何百万もの
見解から一部を抜粋したものです。

厳選された情報
オンラインプラットフォームで先行してリリースしたことにより、
ユーザーの行動を分析し、最もクリック数が多く人々の関心が
高いトピックを特定することができました。この冊子では、今回
のサーベイのなかで特に重要な要素と、自動車業界の未来の
エコシステムに関して今年最も注目されるトピックについてご紹介
します。

 1.   デモグラフィック
―  30ヵ国の1,100人以上のエグゼク
ティブと2,000人以上の消費者

―  ステークホルダー分類にトラック
メーカーを追加

2020年版の更新点

GAES 2020で最も注目されるトピック

世界の自動車業界エグゼクティブが考える2030年までの主要トレンド
「2017年以降、バッテリー式電気自動車、コネクティビティとデジタル化、燃料電池車、 
ハイブリッド車が主要トレンドの上位に定着しています」

詳細は16ページへ

バッテリー式電気自動車

コネクティビティとデジタル化

燃料電池車

ハイブリッド車

そのトレンドを「非常に重要」と
評価したエグゼクティブの割合

産業政策
「調査対象のエグゼクティブの83%が、今後の自動車メーカーの技術開発計画は、 
従来よりもはるかに規制当局によって方向付けされるようになると考えています」

詳細は17ページへ

 2.   新機能
―  検索機能の向上
―  各章のハイライト
―  新しい共有機能

 3.   モバイル版
―  わかりやすいモバイル版
―  モバイルやタブレットを使って 
ダッシュボードの90%をインタラ
クティブに閲覧可能
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 4.   対話型オンラインサーベイ
―  使いやすくデザインを一新
―  関心分野に応じて自分だけの分
析を探索

―  ダッシュボードをカスタマイズ
―  意見の違いを確認：エグゼクティブ
と消費者

2030年のICE、PHEV、BEV、FCEVの割合
「サーベイ開始以降初めて、エグゼクティブは、2030年までにはパワートレイン技術で最大のシェ
アを占めるのは内燃機関エンジン車（ICE）ではなくなり、燃料電池車（FCEV）、バッテリー式
電気自動車（BEV）、プラグインハイブリッド車（PHEV）、ICEが共存するようになると考えています」

詳細は30ページへ

端数処理のため合計が100%にならない場合があります。

消費者の購買決定
「総保有コスト（TCO）に関する透明性が消費者の46%の賛同を集めて2位となっています。
新型コロナウイルス感染症（以下COVID-19という）の影響により消費者の予算が限られる 
ことで、この傾向は短・中期的にさらに強まる可能性があります」

詳細は39ページへ

各ポイントを
「非常に重要」と
評価した
回答者の割合
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2011年
「今後10年以内にインターネットが個人の移動
手段に革命を起こすでしょう。ウェブプロ
バイダーと自動車メーカーが覇権争いを展開
します」

2012年
「2025年までに、自動車
バリューチェーンではノン
アセット型の新規参入者の
重要性が高まるでしょう」
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ANGELIKA  
HUBER-STRASSER

EMAおよびドイツ担当
オートモーティブ責任者

読者の皆さまへ

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）危機が自動車業界に
与える影響は、きわめて広範囲に及び複雑です。需要が根本から
変化したうえに、サプライチェーンのあり方が問い直されています。
パンデミックのなかで、世界中に景気後退の波が広がっています。
地域ごとに時間差で訪れる需要と生産の落ち込みに対応する
ことが、将来、自動車メーカーにとって「新しい日常」の1つになる
でしょう。

30ヵ国の1,154人の自動車業界エグゼクティブと2,000人以上の
消費者を対象とした今年の第21回KPMGグローバル・オートモー
ティブ・エグゼクティブ・サーベイでは、とりわけある動向が明らか
になりました。それは、COVID-19によって加速する、世界の
自動車市場の細分化・拡散です。私たちのサーベイで繰り返し
テーマになっているのは、中国、米国、ヨーロッパの3つの地域
への市場の分裂です。ここでは産業政策と原材料の入手可否が
決定的な役割を持ちます。将来はこれらがパワートレインの動向
と技術的アジェンダを決定することになります。

今年も全体的な章の構成は変わりません。調査ではまず、
COVID-19を含むいわゆるメガトレンドの分析を行います。次の
「製品価値」の章では、パワートレインや自動運転といった技術
動向に注目します。「顧客価値」の章では、顧客の行動と、それが
自動車販売業や金融サービス業における組織構造やプロセスを
いかに激変させているかを取り上げます。最後の「エコシステムの
価値」の章では、ICT企業の影響力の拡大などエコシステム全体
に目を向け、従来の自動車メーカーの役割が急速に変化している
ことに注目します。

私たちと一緒に自動車エコシステム全体のインサイト、トレンド、
イノベーションを発見し、ともに未来の「新しい日常」を見いだし
ていただけたら幸いです。この調査結果を新たな発想につなげて
ください。自動車業界には、これまでもこれからも変わらない
確かなことが1つあるからです。それは、変化が発展を生むという
ことです。

ぜひご一読ください。
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2013年
「ポスト・パワートレインのエコ
システムに備えるべきです。自動
運転車では加速感はさほど重要
ではありません」

2014年
「自動車業界は、パーソナライズド・
モビリティとあらゆるモノのインター
ネットへと収斂する世界に適応し、
そのような世界を形成していかなけ
ればなりません」

2015年
「自動車メーカーは、完全に製品志向
のアプローチからサービス・顧客志向
のモデルへとビジネスモデルを転換
する方法を考える必要があります」

2016年
「モバイル・コネクティビティ、
消費者データの価値、自動
運転車が次の大きな波です」

2017年
「自動車とデジタルの完全な融合
に別れを告げ、コ・インテグレー
ションという『次』の局面を迎え
ましょう」

2018年
「自動車産業は、アセット、サービス、コンテ
ンツで構成される、オープンで動的に変化する
自己組織的エコシステムの一部です。最適な
バランスで同業他社と競争、協力、統合したり、
新規参入するノンアセット型デジタル企業の
コンテンツを巧みにコインテグレートしたりする
ことが重要です」

2019年
「Vehicle2Gridへのシームレスな
移行は、探査を待つアイランド・
オブ・オートノミーの宝庫です」

2020年
次の言葉で皆さまの思考を刺激したいと 
思います。

「単一のグローバル市場という考え
に別れを告げ、COVID-19によって
加速するローカリゼーションの進展
を認識しましょう」
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organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 



6

automotive-institute.kpmg.de

Automotive Instituteの多彩な分析がサーベイを補完：

1.0 メガトレンド

A
u
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ve
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st
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te
の
分
析 中国の補助金戦略

中国の補助金戦略にパターンはあるか？ 新エネルギー車（NEV）補助金の 
段階的廃止が持つ意味は？ 他の地域にとって同様の戦略をとることは有益か？

詳細は18ページへ

貿易収支
各国の電力貿易収支とBEV市場シェアの間に相関はあるか？ 電動化によって
石油輸入依存度の軽減という点で恩恵を受けるのはどの国か？

詳細は22ページへ

世界の生産・販売台数の見通し
どのような生産・販売の拠点展開を行っている企業がCOVID-19の危機から 
脱するのに有利か？

詳細は26ページへ

原材料*
特定の重要なバッテリー原材料はどの国で生産されているのか？  
埋蔵量はどれほど偏在しているのか？ それはサプライチェーンに 
どのような意味を持つのか？

石油／リチウム企業*
時価総額でみて最大の石油・リチウム企業はどこか？ バッテリー原材料に 
関して、OPECのような政府間組織は現れるのか？

2.0 製品価値

燃料とCO2フットプリントのコスト比較
実際にBEVの充電にかかるコストはどの程度か？ 軽油とガソリンの価格は、
電気と水素の価格と比較してどのように推移するのか？

バッテリー価格*
リチウムイオン電池の価格推移について市場にはどのような意見があるのか？ 
KPMG Automotive Instituteの意見はどのように異なるか？

詳細は35ページへ

水素ステーション*
現在、ドイツではどの程度の水素ステーションが稼働中または計画中か？  
最も水素ステーションが多いのはどの地域か？

* これらの分析については、オンラインプラットフォームを参照してください。

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
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3.0 顧客価値

マーケティング経費*
過去10年間で販売・マーケティング経費はどのように変化してきたか？  
自動車メーカーとICT企業を比較するとどうなっているか？

詳細は18ページへ

未来の自動車販売に関する 
KPMGのスマート・エコシステム・レーダー *
小売に焦点を置いた自動車業界の新興企業にとって、最大の関心分野は何か？ 
エコシステムのどの参加者が、どのような新しい販売モデルに投資しているか？

4.0 エコシステムの価値

時価総額とキャッシュポジション
自動車メーカーとサプライヤーのキャッシュポジションと時価総額は、モバイル
／テック企業やウェブ／デジタル企業と比較してどのように推移しているか？  
資本市場は各業界の価値をどのように評価しているか？

詳細は46ページへ

自動車メーカーの投資ネットワークに関する 
KPMGのスマート・エコシステム・レーダー
自動車メーカーは、どのような新興企業や分野に投資しているか？ 
関心はどのように変化してきたか？ どの自動車メーカーがどの分野で 
協力または競争しているか？

詳細は50ページへ

データ科学に関する 
KPMGのスマート・エコシステム・レーダー
企業は自動車業界のデータをどのように収益化しているか？  
主な投資分野はどこか？ どの新興企業が最も注目を集めているのか？

詳細は57ページへ

研究開発費 – 自動車メーカーとICTの比較*
過去15年間で研究開発費はどのように変化してきたか？  
自動車メーカーとICT企業を比較するとどうなっているか？

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 
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■ 北米（計307人）　■ 南米（計42人）　■ 西欧（計259人）　■ 東欧（計54人）　■ 日韓（計95人）　■ 中国（計263人）　■ インドおよびASEAN（計85人）　■ その他（計49人）

注：エグゼクティブ（回答者数1,154人）。地図上の数字は各国の回答者数。端数処理のため合計が100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute
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3つの視点

エグゼクティブ・サーベイについて
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の分析
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その他

自動車メーカー
サプライヤー
トラックメーカー
ICT企業
ディーラー
金融サービス
モビリティサービスプロバイダー
エネルギー／インフラプロバイダー
政府機関

■ バリューチェーン上流企業　■ バリューチェーン下流企業　■ 周辺企業

9

2020年のサーベイでは、30ヵ国のエグゼクティブ1,154人から
意見が寄せられました。

役職

合計

■ CEO／社長／会長
■ 幹部クラス
■ 事業部門責任者
■ 部長
■ 事業部門マネジャー

地域別回答者

北米

南米

西欧

東欧

インド・
ASEAN

中国

日韓

企業種別回答者

企業売上高別回答者

■ 100億ドル超  ■ 1億ドル～ 5億ドル未満
■ 10億ドル～ 100億ドル未満 ■ 1億ドル未満
■ 5億ドル～ 10億ドル未満

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 



充電 バッテリー式電気自動車ハイブリッド

投資分野

燃料電池車 総保有コスト（TCO） インフラ

アイランド・オブ・オートノミー 用途別パワートレイン

1010

原材料 主要トレンド

バッテリー価格

COVID-19対応

西欧における生産減少 地域軸

産業政策 サステナビリティ

1.0 メガトレンド

自動車業界の明白な主要トレンド
2017年以降、BEV、コネクティビティとデジタル化、FCEV、PHEVが業界で最も重要な主要トレンドと
して定着しています。

あらゆる戦略的方向性に1つのグローバルな答えで対処することは現実的ではありません。企業は顧客に
対しても市場に対しても、地域ごとに個別の戦略を策定する必要があります。

産業政策
エグゼクティブの83%が、規制当局と産業政策によって技術的アジェンダが決まるとしています⸺
COVID-19後の世界では、補助金戦略と税優遇措置がさらに重要となります。

地域シフト
エグゼクティブの76%が、西欧の自動車生産台数は2030年までに世界全体の5%未満になるとしています
⸺この回答の割合は昨年より9%増加しました。西欧の自動車業界はCOVID-19による打撃も大きいた
め、この割合はさらに増加すると予想されます。

原材料
エグゼクティブの73%が、各国の鉱物資源によってその国で優先されるパワートレイン技術が決まるとして
います。

サステナビリティ
ほとんどのエグゼクティブ（98%）はサステナビリティが重要な差別化要因になると考えていますが、消費者
の17%はまだこの点を全く認識していません。KPMGは、自動車業界は「ゆりかごから墓場まで」のサス
テナビリティ評価により恩恵を受けると考えています。

COVID-19
COVID-19を世界的な波と捉えることが重要であり、世界に展開する生産・販売拠点の視点から同時に
評価する必要があると私たちは考えています。需給チェーン内の遅延を捉える対応モデルが必要となります
（SARSで学んだことの活用）。

人々の公共交通機関離れが進み、安心感を得るためにお金をかけるようになる可能性があります。

詳細は16ページへ

詳細は17ページへ

詳細は20ページへ

詳細は21ページへ

詳細は24ページへ

詳細は26ページへ

2.0 製品価値

内燃機関エンジンと自動車の構造へ
原材料と産業政策が国別または地域ごとに分かれている限り、明確な単一の投資戦略は立てられません。

サーベイ開始以降初めて、エグゼクティブは、2030年までにはパワートレイン技術で最大のシェアを占める
のはICEではなくなり、FCEV、BEV、PHEV、ICEが共存し、相互に補完し合うようになると考えています。

KPMG Automotive Instituteは、COVID-19によって将来のパワートレイン構成予想の作成が遅れると
考えています。補助金制度が根本的に変更される場合はなおさらです。

自動運転への対応
エグゼクティブの77%が、自動運転車と非自動運転車が混在することは重大な安全上の問題や損害賠償
請求につながるとしています。

KPMG Automotive Instituteは、自動運転車が本当に成功するのは、隔絶された地域において各車が人工
群知能に基づく同じルールに従って走行する「アイランド・オブ・オートノミー」においてのみだと考えてい
ます。

電気自動車と燃料電池車への対応
BEVが広く普及するためには、快適で途切れのない充電体験を提供することが必須です。消費者の84%は、
充電インフラを整備する責任は自動車メーカーにあると考えています。

消費者にとって、EVの購入を検討する際に最も重要視するのは価格です。

エグゼクティブの84%は、FCEVには産業用輸送の分野でブレイクスルーが起きると考えており、この割合
は2019年に比べ5%増加しています。

規模の経済による効率化は、バッテリーやバッテリー原材料の需要増加を上回ることはないとみられます。
このため、バッテリー価格は中・長期的に上昇します。

詳細は30ページへ

詳細は33ページへ

詳細は34ページへ

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
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3.0 顧客価値

顧客中心主義
個々のタッチポイントで顧客を理解することが重要です。顧客によるモビリティ関連の意思決定は、データ
プライバシーとセキュリティ、総保有コスト（TCO）、シームレスで快適なモビリティ体験が重視され、
いずれもフィジカルインテグリティ（身体的に完全に良好な状態を保つこと）について懸念があると、その
度合いが高まります。

はっきり言えるのは、自動車メーカーは貴重な顧客とのリレーションシップ獲得競争において優位を守れる
ということです。さらに、エグゼクティブと消費者の半数近くが、今後5年間自動車メーカーは顧客に最も
近い存在であるだろうと答えています。

カスタマーリレーションシップ管理が複雑になるに従い、マーケティング経費が増加すると考える向きも
あるかもしれませんが、自動車メーカーにはこれは当てはまりません。一方、巨大テクノロジー企業は
正反対の戦略を追求しています。

オンライン購入は予想されるほど身近ではありません。世界の消費者の5人に1人は、車はオンラインでは
買わないと回答しています。

シームレスでマルチモーダルなモビリティ
COVID-19によって消費者の予算引き締めとTCO志向が強まります。このため、消費者がモビリティサー
ビスを検討する際は、予算の制約に対するフィジカルインテグリティリスクの比重が高まります。

モビリティサービスについては長期的な累積総利用コスト（TCU）は軽視されています。複数のサービス
から選択する場合、TCOは顧客の意思決定における主な要因にはなっていません。

世界中のどの地域でも通用する「ただ1つ」のモビリティコンセプトは存在しません。むしろ、モビリティ
コンセプトは都市部と農村部で異なったものになると予想します。世界のエグゼクティブの80%以上が、
都市は農村とは全く異なるモビリティコンセプトを持つようになるであろうということに同意しています。

KPMG Automotive Instituteは、ポストCOVID-19の不透明性から、消費者にはこれまでよりも契約条件
に柔軟性を持たせたソリューションが求められるようになると考えています。

自動車販売の未来
自動車ディーラーにとって特に大きな課題の1つは、自動車におけるソフトウェア中心の開発への変化で
しょう。これにより、消費者はワンストップで対応が可能なディーラーを好む可能性が高くなります。

詳細は38ページへ

詳細は40ページへ

詳細は42ページへ

「協争」
モバイル／テック企業とウェブ／デジタル企業上位15社の時価総額は、従来の自動車メーカーとサプライ
ヤー上位50社の時価総額の5倍以上です。COVID-19危機においてこの傾向はさらに強まり、テクノロジー
とウェブ／デジタル企業が明らかな勝者となりました。

再び競争に：昨年とは異なり、今年調査対象となったエグゼクティブによると、自動車メーカーとICT企業
の競争は激化しています。

米国／中国とドイツ／日本の間には文化的類似性と地域特性があり、このことは今年の回答結果でも見て
取れます。

変革への対応
過去3年間、エグゼクティブの意見はほぼ変わりません。市場での成功の尺度となるのは、販売台数では
なく、走行距離などの新しい指標です。自動車を所有する人が減少するなか、特にCOVID-19のさなかに
必須となる条件は、モビリティサービスのように他人が使用する自動車のなかで、人々が安心感を得られる
ようにすることです。

エグゼクティブの4人に3人が、COVID-19によって自動車メーカーの負債が増加していることもあり金融
サービス事業者の重要性が高まると回答しています。

データの支配権
エグゼクティブの40%以上が、データの収益化に最適なのはセキュリティ志向のCar2x通信などのアプリ
ケーションだと回答しています。

COVID-19後の新しい現実世界では、フィジカルインテグリティの重要性がはるかに高まるため、この傾向
がさらに強まると予想されます。

消費者が最も信頼してデータを預けられるのは誰かという点については、エグゼクティブと消費者の見方は
一致していません。

詳細は46ページへ

詳細は52ページへ

詳細は53ページへ

4.0 エコシステムの価値
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  1.   COVID-19を世界的な波と捉えることが
重要であり、世界に展開する生産・販売
拠点の視点から同時に評価する必要が
あると私たちは考えています。

  2.   需給チェーン内の時間差を捉える波状流行への
対応モデルが今後とも必要です。これはSARS
流行の際に開発されたモデルですが、第1波が
過ぎて関心が低下しています。

12

COVID-19の影響に関する8つのキーポイント
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  3.   COVID-19危機は需要の根本的な変化を生み、はるかに
深刻な構造的景気後退のような影響をもたらします。販売
チームを解雇すべきではありません。むしろ企業は、カスタ
マーリレーションシップとデジタル需要を管理すること、
そして、高まる消費者の不安感やTCO重視の購入に積極的
に対応するために柔軟で初期費用を抑えた提案を行うこと
に重点を置くべきです。

  4.   KPMG Automotive Instituteは、公共交通機関には長期
的な影響が及ぶと考えています。人々の公共交通機関
離れが進み、安心感を得るためにお金をかけるようになり
ます。中国では病気や発熱に対するパニックのような恐怖
から、ハイエンドとローエンドのいずれのセクターでも
需要が高まっています。

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 
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  5.   手元資金が潤沢な企業は、幅広い統合を見込んで市場で
M&Aのターゲットを見つけるなど、前途に待ち受ける新しい
パートナーシップの機会を活かすことができます。この危機
は、一部の企業にとっては、市場における自らの地位を再
定義する機会にもなります。

   6.   文化による違いに対応することが重要になります。
中国と米国には消費文化の傾向がありますが、
日本やドイツの消費者には消費を控える傾向が
あります。与信額が拡大すれば、需要増につな
がると考えられます。

   7.   CO2排出量の削減目標が検証され、eモビリ
ティが広く普及するかどうかは政府の補助金
にかかってきます。十分な補助がなければ、
eモビリティは都市部など一部の分野でしか
生き残れないでしょう。

  8.   前へ進む方法はただ1つ、競争を業界全体の「協争」へと
再定義することです。これは、共同でサプライチェーン
の安定性を確保するとともに、デジタル需要管理とサー
ビス工場によって構造的な需要減少に応じて世界で再
調整することを意味します。

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
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自動車業界の 
明白な主要トレンド
2017年以降、BEV、コネクティビティとデジタル化、FCEV、
PHEVが業界で最も重要な主要トレンドとして定着しています。

2019年は世界の生産台数と販売台数の伸び率がいずれもマイ
ナスだったことから、コスト削減や合理化と併せてM&Aの
活発化が予想されます。

詳細は16ページへ

COVID-19の影響

産業政策
エグゼクティブの83%が、規制当局と産業政策によって技術
的アジェンダが決まると回答しています⸺補助金戦略と税優
遇措置が重要な手段となります。

COVID-19危機による海外市況の著しい変化に対応して、中国
のEV補助金が今年延長されたことは、中国の産業政策の柔軟
性がきわめて高いことを示しています。

詳細は17ページへ

COVID-19の影響

地域シフト
エグゼクティブの76%が、西欧の自動車生産台数は2030年
までに世界全体の5%未満になると回答しています⸺この
割合は昨年より9%増加しました。

COVID-19は中国よりも西欧の自動車業界に大きな影響を
及ぼすと予想されるため、生産台数に西欧が占める割合は
さらに減少すると考えられます。

詳細は20ページへ

COVID-19の影響

原材料
エグゼクティブの73%が、各国の鉱物資源によってその国で
優先されるパワートレイン技術が決まると回答しています。

COVID-19のために政府のEVインセンティブが縮小した場合、
当面の購買決定はTCO要因に支配されることとなり、低炭素
モビリティへの移行速度に大きな影響が及びます。

詳細は21ページへ

COVID-19の影響

サステナビリティ
ほとんどのエグゼクティブ（98%）はサステナビリティが重要
な差別化要因になると考えていますが、消費者の17%はまだ
この点を全く認識していません。KPMGは、自動車業界は
「ゆりかごから墓場まで」のサステナビリティ評価により恩恵を
受けると考えています。

COVID-19は消費者の優先事項を変化させ、TCO中心の考え
方を強めます。短期的には、重要な差別化要因としてサステ
ナビリティを広く採用することは難しくなるかもしれません。

詳細は24ページへ

COVID-19の影響

COVID-19
COVID-19を世界的な波と捉えることが重要であり、世界に
展開する生産・販売拠点の視点から同時に評価する必要が
あると考えています。

詳細は26ページへ

1.0メガトレンド
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organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 



15

1.0 メガトレンド
自動車業界における明白な4大主要トレンドが特定されています
が、これらは2017年以降ほぼ定着しています。
2017年以降、バッテリー式電気自動車、コネクティビティとデジ
タル化、燃料電池車、ハイブリッド車が主要トレンドとして定着
しています。しかし、COVID-19によって、業界の焦点は技術
開発から存続と事業運営により一層重点を置いたアジェンダへと
移行する可能性があります。自動運転車（今年は8位）と（ビッグ）
データの収益化はまたしても上位に食い込むことができず、後者
に至っては昨年の世界7位から9位に後退しています。

世界的に競合する産業政策が自動車業界の未来をつくるで
しょう。補助金・税優遇戦略は、ポストCOVID-19の政府に
よる景気刺激策の一環として一段と大きな役割を持つように
なり、技術的アジェンダを達成し市場シェアを確立するために
欠かせない手段となります。
昨年でさえ、自動車業界の技術的アジェンダは規制当局や産業

政策に左右されるとエグゼクティブの77%が回答するなど、かな
りの見解の一致が見られました。今年はCOVID-19に対応する
刺激策が開始される前から、世界のエグゼクティブの83%が、
自動車メーカーの将来の技術的アジェンダは規制当局の影響を
より一層受けるようになると回答しています。

COVID-19を世界的な波と捉えることが重要であり、世界に
展開する生産・販売拠点の視点から同時に評価する必要がある
と考えています。
COVID-19危機は需要の根本的な変化を生み、はるかに深刻な
構造的景気後退のような影響をもたらします。販売チームを解雇
すべきではありません。むしろ企業は、カスタマーリレーション
シップとデジタル需要を管理すること、そして、高まる消費者の
不安感やTCO重視の購入に積極的に対応するために柔軟で初期
費用を抑えた提案を行うことに重点を置くべきです。需給チェーン
内の遅延を捉える波状流行への対応モデルが今後とも必要です。

現在、そして将来においてはなおさら、この
業界におけるビジネスのやり方を根本的に方向
付けることになる明白なメガトレンドと、（それ
以上に重要でさえある）まだ明白になってい
ないメガトレンドについて検討します。

1.0メガトレンド
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52 バッテリー式電気自動車

コネクティビティとデジタル化

燃料電池車

ハイブリッド車

新興市場の成長

モビリティエコシステムに対する理解
（2019年より）

サービスとしてのモビリティ
（MaaS）

自動運転車

（ビッグ）データの収益化
（車体とユーザーのデータなど）

プラットフォーム戦略と
モジュールの標準化

内燃機関エンジン車（ICE）
の小型化

西欧における生産の合理化／
デジタル化

「非常に重要」なトレンドと
評価したエグゼクティブの割合

±数字は、2019年サーベイ（対象者数981人）からの変化

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）の回答。丸数字はパーセント。2019年に、質問に含まれる年を2025年から2030年に変更。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute
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1.0自動車業界の
明白な主要トレンド

2030年までの自動車業界における 
次の主要トレンドについて重要性を評価してください。 2017年以降、バッテリー式電気自動車、コネクティビティと

デジタル化、燃料電池車、ハイブリッド車が主要トレンドとして
定着しています。

2010～2017年の期間はグローバル市場が成長し続け、続く
2018年に横ばいとなったのに対し、次世代の技術とパワートレ
インへの重点を持続する時期となっています。このことは左の図
にも表れており、2016年以降の自動車業界における主要トレンド
の推移は全体的に安定し、バッテリー式電気自動車、コネクティ
ビティとデジタル化、燃料電池車、ハイブリッド車が過去4年間
の4大主要トレンドとして定着しています。自動運転車（今年は
8位）と（ビッグ）データの収益化はまたしても上位に食い込むこと
ができず、後者に至っては昨年の世界7位から9位に後退してい
ます。このことは、これらの分野における技術の進歩が比較的
遅いことについて、引き続きエグゼクティブの意見が一致している
ことを示しています。さらにこれは、自動運転車と非自動運転車
が混在することが大きな障害であり、これらのトレンドが本格化
するのを妨げているとのKPMG Automotive Instituteの見解を
裏付けています。

今後は、2019年は世界の生産台数と販売台数の伸び率がいずれ
もマイナスだったことに加え、現在のCOVID-19パンデミックに
よる未曾有の影響もあり、コスト削減や合理化と併せてM&Aの
活発化が予想され、業界のアジェンダは従来の技術中心のアジェ
ンダから存続と事業運営により一層重点を置いたアジェンダへと
変化すると考えられます。
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organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 
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これまでは、自動車メーカーが支配的な立場で市場における技術的アジェンダを決定できていました。 
今後は、自動車メーカーの技術的アジェンダは規制当局による影響をより一層受けるようになると思いますか？

1.0産業政策

全
体
平
均

従来の市場要因に代わって産業政策や規制が将来の技術的な
取組みを方向付ける主な要因になると考えられます。

昨年、自動車業界における技術的な取組みは規制当局や産業
政策に左右されると77%のエグゼクティブが回答するなど、この
点に関してかなりの見解の一致が見られました。今年はこのコン
センサスがさらに進み、COVID-19危機以前から、世界のエグゼ
クティブの83%が、自動車メーカーの将来の技術的アジェンダ
は規制当局の影響をより一層受けるようになると回答しています。 
今の時点で再度調査を行えば、この数値はさらに高くなると予想
されます。調査以降、自動車業界では業績回復と消費者の需要
喚起のために政府の関与を求める企業も増えています。つまり、
COVID-19パンデミックは、気候変動対策の目標を実現するため
低排出製品の普及を促進するにあたり、政府が影響力を強める
絶好の機会と見られています。

この見解に同意する人の割合が最も高かったのはインド・ASEAN
の92%と中国の90%で、最も低かったのは西欧と日韓の73%
です。

しかし、西欧のステークホルダーのなかでも、自動車メーカーと
トラックメーカーの間では「はい」と答えた人が83%と大幅に
多く、サプライヤーのエグゼクティブでは77%、バリューチェーン
下流の企業では66～76%と低く、エネルギー／インフラ事業者
などの周辺企業（57%）や政府機関（50%）ではさらに低くなって
います。すべての回答はオンラインプラットフォームでご覧いただ
けます。

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
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�–	 High investments in R&D
�–	� Building of manufacturing plants

■ BEV（バッテリー式電気自動車）
■ PV（太陽光発電）

2001年
BEVの研究に1億1,000万
ドルを出資

2006年
BEV研究の減税

2008年
オリンピックにおけるBEVの
宣伝
BEVの大量生産に対する資金
面の支援

2009年
44億ドルの研究開発助成金
都市のBEV実験プロジェクト
1台につき最大8,800ドルのBEV補助金

2011年
BEVの自動車・船舶
使用税を免除

2014年
官民パートナーシップの
支援
BEV購入時の減税拡大

2015年
研究開発助成金
世界のBEV販売台数の40%が中国国内
中国で販売される自動車の95%が中国
メーカー製

2017年
充電ステーションへの
補助金を継続

―  多額の研究開発投資
―  製造工場の建設

市場参入
2001～2005年

―  多額の研究開発投資
―  太陽電池セルとモジュールの
生産拡大

―  BEVの生産拡大
―  BEVに関する消費者向け補助金

初期成長
2006～2010年

―  研究開発に注力
―  必要なPV原材料の安定供給
を確保

―  2015年に中国が世界のBEV販売台数
のうち40%のシェアを占める

持続的成長
2011～2015年

―  2015年に中国が世界のPV発電量
のうち60%以上のシェアを占める

―  国際競争の開始

補助金の段階的廃止
2016～2019年

―  減税と製品への補助金の終了

製品ライン開発に
2億1,760万ドルを
出資
2001年

インフラストラクチャの支援
研究開発に2,900万ドルを出資
2005年

法人税減税
2006年 PVセル生産者向けに

電力価格を割引
2007年

他国から専門家を
採用
2008年

プロジェクトの完成を促進するため
固定価格買取制度（kWh当たり
0.18ドル）を導入
2010年

500万ドルの研究開発助成金
金融危機後に中国政府が生産
企業の株式を買い取り
2012年

PV導入補助金
法人税減税拡大
2013年

2020年の目標である
PVの設備容量合計
105GWを達成
2017年

中国が世界のPV発電量で60%
のシェアを占め、ドイツを抜いて
世界最大の太陽光発電国に
2015年

租税補助金の
終了
2018年
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中国の補助金戦略のタイムライン ― BEV（バッテリー式電気自動車）とPV（太陽光発電）の比較

出典：二次資料に基づく調査。KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute
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Industry Consolidation 
2020–2025

2020年
補助金の計画的終了
COVID-19により補助金を
2022年まで延長

業界統合
2020～2025年

要旨：弱い層は抹消されるか、競争力のある
安定した事業者に吸収される。さらに製品
品質の向上が見込まれる。

要旨：弱い層は抹消されるか、競争力のある
安定した事業者に吸収される。さらに製品
品質の向上が見込まれる。

2019年
補助金の大幅削減：航続距離250km以下のBEVへの補助金
打ち切り、250km以上のBEVへの補助金半減
中国で販売される自動車の22%が外国メーカー製
国際競争の開始

PV導入時の固定価格
買取制度を終了
2019年

19

このような中国による政府のインセンティブ戦略の青写真を理解
すると、2つの重要な結論が得られます。

 1.   中国の新エネルギー車に対する補助金と税優遇措置の段階的
廃止は、中国が市場を撤退したり、別のパワートレイン技術
に焦点を移したりすることを示すものではありません。むしろ、
次第に製品の品質を高めて競争力の高い国内事業者を育てる
という中国の長期的計画の新しいフェーズと考えるべきです。

 2.   COVID-19危機による海外市場の激しい変化に対応して、
中国のEV補助金制度を2022年まで延長したことは、中国の
産業政策がきわめて柔軟性の高いものであることを示してい
ます。欧州の事業者が世界市場でシェアを維持するためには、
欧州のEVについて同様に柔軟性の高いインセンティブ戦略を
多国間で協調して採用することが重要と考えられます。

1.0産業政策

中国の新エネルギー車補助金と税優遇措置の段階的廃止は、
市場からの撤退準備を意味するものではありません。むしろ、
市場の競争拡大と業界統合という新しいフェーズの始まりを
意味します。

左の図に示したのは、中国の太陽光発電（PV）とバッテリー式
電気自動車（BEV）の補助金・税優遇戦略の比較です。ここから、
中国が産業政策を通じて未来の主要技術の世界市場を短期間で
掌中に収めるために、いかに明確に構築されたアプローチで政府
の計画を実行しているかがわかります。

このタイムラインは、大きく2つのフェーズに分けることができ
ます。市場参入、初期成長、持続的成長で構成される第1フェーズ
と、補助金・税優遇措置の段階的廃止、その後の市場統合で
構成される第2フェーズです。第1フェーズでは、多数の国内事業
者による市場参入と投資を促進するため、各種補助金と税優遇
措置が利用されます。その後も補助金と税優遇措置を活用する
ことで、価格低下と国際競争の排除を可能にします。国内事業者
の間で十分な世界市場シェアを確立したら、第2フェーズが開始
し、まずは比較的短期間で補助金と税優遇措置を段階的に廃止
します。これにより力の弱い事業者が消えるか、または競争力の
ある安定した事業者に吸収されるため、やがて市場の統合に
つながります。こうして、特に競争力のある企業だけによる一国
寡占という長期的な目標が達成されます。

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 
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非常にそう思う  ■ ■ ■■ ■ ■■ ■ ■  全くそう思わない　±数字は、2019年サーベイ（対象者数981人）からの変化

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）の回答。数字はパーセント。端数処理のため合計が100%にならない場合があります。
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1.0地域シフト

次の文章について、どのように思いますか。
2030年までに西欧の自動車生産台数は世界全体の5%未満になる（2019年：15%未満）。 世界の自動車生産台数は、西欧では引き続き減少すると予想

されます。しかし、低排出の電気自動車に対する政府の補助金・
税優遇インセンティブによって、抑えられる可能性があります。

2010年から2019年にかけ、世界の乗用車・軽商用車生産台数
に占める西欧の割合は18%から15%に縮小しています。一方、
中国のシェアは2019年に27%となっています。COVID-19が自動
車業界に与える影響は中国より西欧の方が大きいと予想される
ことから、今年の自動車販売台数における西欧のシェアはさらに
縮小すると見られます。

今年の調査結果では、世界のエグゼクティブのなかで「2030年
までに西欧の自動車生産台数は世界全体の5%未満になると
思うか」という問いに同意した人は昨年から9%増加し、エグゼ
クティブの76%が「非常にそう思う」または「そう思う」と答えて
います。西欧ではまだ全体的に同意する人が少なく、この問いに
同意したエグゼクティブは68%にとどまりました。しかし、それ
でも2019年の結果からは10%増加しています。一方、中国では、
同意する人は合計で昨年から7%増加し、現在84%となってい
ます。

世界市場における地位の維持に苦しむ西欧にとって対抗策の1つ
となり得るのは、環境にやさしい技術と製品に対する政府の
補助金・税優遇戦略によって自動車メーカーを誘致することです。
しかし、このようなインセンティブも、人件費、単位原価、市場
規模など従来からの要因とのせめぎ合いが生じることになります。

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 
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各国の鉱物資源の豊かさによって、その国で優位を占めるパワートレイン技術が決まります。 
石油やガスの豊富な国は内燃機関エンジン車や燃料電池車を優先し（米国など）、 
電力生産量の多い国はバッテリー式電気パワートレインを優先します（中国など）。 原材料は、地域ごとに異なる産業政策の推進、自動車メーカー

の技術的アジェンダ、EVバッテリー価格にとって将来重要な役割
を果たすと考えられます。さらに、原材料が地域ごとに異なる
産業政策に影響を及ぼすことから、長期的に見て、世界的に単一
のパワートレインが優位に立つことはないと予想されます。

エグゼクティブは、各国の鉱物資源によってその国で優先される
パワートレイン技術が決まると考えています。

調査結果は前年とほぼ変わらず、今年も4人に3人のエグゼク
ティブが、各国の鉱物資源によってその国で優先されるパワー
トレイン技術が決まると考えています。年初から原油価格が急落
していることを考えると、今年も同意する回答が多かったことは
やや意外でしょう。しかし、COVID-19危機による4月の原油
価格暴落は、2月中旬に集計された今回の調査には反映されて
いないことに注意してください。

地域別に見ると、「そう思う」と答えたエグゼクティブが最も
多かったのは、中国の88%です。中国が国境を越えて大量の
鉱物資源を安定的に入手する手段を獲得、確立する長期的戦略
をとっていることを考えると、これは意外なことではありません。
「そう思う」が最も少なく（59%）、「そう思わない」が最も多かった
（26%）のは西欧のエグゼクティブです。これは、西欧が利益率
の高い高級車セグメントに依存しており、いまだにこのセクター
の方向性は主に技術革新によって決まるとの信念を追求できる
ポジションにあることを反映しています。さらに、統一国家では
ない欧州は中国と異なり、海外から原材料を調達する長期的
戦略をとるのに苦しむこととなります。

1.0原材料
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石油製品と内燃機関エンジン車の関係の分析（2018年）

インド

米国

石油製品貿易収支／石油製品消費量（%）

電力生産量とバッテリー式電気自動車の関係の分析（2018年）

電力貿易収支／電力消費量（%）

注：データは2年ごとに更新され、現時点では2018年が最新。円の大きさは2018年の内燃機関エンジン車とバッテリー式電気自動車の販売台数を表します。
出典：Enerdata | LMC Automotive. KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute
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電力貿易収支とバッテリー式電気自動車販売台数の間にはすで
に明らかな正の相関が見られます。このため、パワートレイン
の電動化は、現在石油輸入依存度が高い国や電力貿易収支が
黒字の国にとって、特に魅力的だと考えられます。

今年も昨年の調査と同様、各国の石油・電力貿易収支と、国別
乗用車販売台数に占める内燃機関エンジン車とバッテリー式電気
自動車の割合の関係に注目しました。

石油製品と内燃機関エンジン車の関係の分析からは、各国の石油
製品貿易収支と内燃機関エンジン車の販売台数の間に、現在
明確な相関は見られません。もちろん、多くの国がまだ電化の
初期段階にあることが主な理由です。一方、電力とバッテリー式
電気自動車の関係の分析では、各国の電力貿易収支とバッテリー
式電気自動車の販売台数の間には明確な正の相関があります。

将来的に、エネルギー輸入依存度を引き下げるために、石油製品
と内燃機関エンジン車の関係分析では赤い領域に含まれ、かつ、
電力とバッテリー式電気自動車の関係分析では緑の領域に含まれ
ている国（ドイツやフランスなど）には、電動パワートレインを
中心に技術開発を進めるべきインセンティブがあります。

1.0原材料

一方、石油製品と内燃機関エンジン車の関係分析では緑の領域
に含まれ、かつ、電力とバッテリー式電気自動車の関係分析では
赤い領域に含まれている国（米国、イタリア、スペイン、タイなど）
にとっては、貿易収支の観点から、パワートレインを電動化すべき
インセンティブは少ないと思われます。このため、これらの国では
今後も引き続き内燃機関エンジン車の割合が高い状態が続くと
考えられます。

中国は、慎重なポジショニングによって、石油製品と電力のいず
れも貿易収支がわずかに黒字となっており、多様なパワートレイン
技術を追求できる立場にあります。しかし、電力生産量とバッテ
リー式電気自動車の関係分析からわかるように、中国は電気
パワートレインへの積極的な移行において他国を大きく引き離し
ており、中国がバッテリー式電気自動車に力を入れる理由が単に
貿易収支だけではないことがわかります。重要な点は、中国は
電力貿易収支がわずかに黒字であるため、米国に比べてさらに
電化を進めるのに有利な立場にあるということです。

ノルウェーでは、税優遇措置など多数のインセンティブと
世界でも最高水準の平均世帯収入を背景に、バッテリー式
電気自動車の販売台数の割合が2018年には3分の1にまで
拡大しました。ノルウェーはグリーン経済への移行に努力

しており、健全な電力貿易収支（ほぼ再生可能水素エネルギーに
よるもの）を活かして急拡大する充電インフラストラクチャを支えて
いるため、この割合は2019年も拡大し続けています。日本が、
石油製品貿易収支が同程度の他国に比べ内燃機関エンジン車
の割合が低いことは特筆すべき点です。その理由は、日本では
ハイブリッド車の割合が大きいことです。日本は石油製品貿易
収支が赤字で、電力貿易収支はバランスがとれていることから、
このような動向は理にかなっています。このアプローチは、上記
のとおり、ドイツやフランスがとるべき方向性を示しています。

上記のすべての分析で当然考慮すべきもう1つの重要な要因は、
各国の石油価格と電力価格の推移と変動です。

一般的に言って、COVID-19の需要危機による石油価格の下落で
内燃機関エンジン車の総所有コストが低下したことに加え、電力
価格が着実に上昇していること、電気自動車の充電、航続距離、
初期費用に関する懸念が大きいことから、短・中期的にはプラグ
イン電気パワートレインへの移行に対する消費者のニーズは低い
ものと予想されます。さらに、COVID-19による景気後退のために
EVへの大規模な販売奨励策が導入されなかった場合、当面の
購買決定はコストに支配されることとなり、低炭素モビリティ
への移行速度に大きな影響が及びます。
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はい、実際に製品に内在する
訴求ポイントとしてのサステナビリティが重要
（「グリーン製品」、CO2・NOX排出量、

環境にやさしい素材など）

はい、顧客マーケティング／ラベリングの
訴求ポイントとしてのサステナビリティが重要
（食品業界の「オーガニック」ラベルに似た

エコラベルなど）

はい、エコシステムの
訴求ポイントとしてのサステナビリティが重要
（メーカーのサステナビリティの評判、

持続可能な製品イメージ、
例えば環境に関する方針、ESGスコアなど）

いいえ、サステナビリティは
重要な差別化要因にはなりません。

24

エグゼクティブ 消 費 者

4242

2029

2126

172

1.0サステナビリティ

サステナビリティは自動車業界において重要な差別化要因になると思いますか？

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）。消費者（対象者数2,028人）。数字はパーセント。端数処理のため合計が100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

エグゼクティブと消費者の42%は、サステナビリティが顧客
マーケティング上やエコシステムの訴求ポイントとしてではなく、
製品の訴求ポイントとして業界の重要な差別化要因になると
考えています。しかし、COVID-19後の世界ではコスト意識の
高まりから、サステナビリティ重視を貫くことは短・中期的に
さらに難しくなります。

環境意識、CO2排出基準、新たに注目されるESG（環境・社会・
ガバナンス）規制により、私たちはサステナビリティのために一定
の努力が必要だと考えました。私たちは、サステナビリティが
すでにエグゼクティブと消費者の両方にとって重要な差別化要因
になっているか、また、人々はサステナビリティを製品、顧客、
あるいはエコシステムのいずれに関連する訴求ポイントと捉えて
いるかを深く理解したいと考えました。

この調査はCOVID危機以前に実施されましたが、以前よりすべて
の人のコスト意識が高まり、TCO重視となった今、サステナビリ
ティが引き続き重視されるかどうかを確認できればさらに興味
深い結果が得られるはずです。少なくとも新興国では、消費者
は持続可能なモビリティに関心を示し始めたばかりで、行動変容
を開始する転換点に差しかかったところでした。しかし、サステナ
ビリティの観点から見れば悪い時期にCOVID-19が現れました。
突如として、政府はサステナビリティ支援のインセンティブを再
検討することとなり、私たちは最大の難関を乗り越えたばかりの
変化を中断する危機に瀕しています。
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ほとんどのエグゼクティブ（98%）がサステナビリティを重要な
差別化要因と考えていますが、消費者の17%はまだこの点を全く
認識していません。エグゼクティブ、消費者ともに42%は、サス
テナビリティは顧客マーケティング上やエコシステムの訴求ポイ
ントではなく製品の訴求ポイントになると考えています。左の図は、
サステナビリティを顧客マーケティング上の訴求ポイントと考える
エグゼクティブは約30%で、エコシステムの訴求ポイントとして
重要な差別化要因になると考えるエグゼクティブはさらに少ない
（26%）ことを示しています。

製品の訴求ポイントとしてのサステナビリティ：
サステナビリティが本当に製品の訴求ポイントと考えられている
としたら、それは「ゆりかごから墓場まで」のサステナビリティに
責任を負うことを意味します。これには、より適切な資源利用
という観点から持続可能なサプライチェーンとバリューチェーンを
維持することも含まれ、そのためには原材料の産地やその採取も
重要な意味を持ちます。

顧客に対する訴求ポイントとしてのサステナビリティ：
モビリティへの支出はここ数年横ばいですが、持続可能だからと
いうだけで消費者がこの支出を増やそうとすることは考えられま
せん。これは食品業界のオーガニックラベルと同じことです。
自動車業界にはまだサステナビリティについて考えるコミュニティ
やグループはありませんが、これは主に、持続可能な製品を分類
する基準が、顧客が確かな決定を下せるほどには明確で透明性
のあるものになっていないことが理由です。

食品業界で使われる基準はとても単純明快で、広く採用されて
います。自動車業界の顧客が、自分が購入し、リースし、または
サブスクリプション契約しようとしているモビリティソリューション
の持続可能性の程度をその利用決定の根拠としたいと考えると
したら、どのような材料が使用されているか、原材料の採掘に
児童労働は使われていないかといったことについても透明性が
必要ではないでしょうか。KPMG Automotive Instituteは、「ゆり
かごから墓場まで」のサステナビリティ評価があれば、顧客にも
フリートマネジャーにも洞察に満ちた情報を提供するうえで有益
だと考えます。

エコシステムの訴求ポイントとしてのサステナビリティ：
グローバルな視点から見ると、サステナビリティがメーカーの持続
可能な評判、持続可能な商品イメージ、ESGスコアに結びつく
エコシステムの訴求ポイントになるのは、まだ遠い先のことだと
思われます。しかし、地域の視点からは興味深いインサイトも
得られます。

地域差：
（関連データについてはオンラインプラットフォームを参照してくだ
さい）
地域差に注目すると、サステナビリティは、エグゼクティブに
とっても消費者にとっても、国によって大きく異なると考えられ
ます。ここでも中国のエグゼクティブが最も全体像を見ており、
中国のエグゼクティブの半数近く（48%）がサステナビリティを
エコシステムの訴求ポイントに分類しています。また、消費者の

見方も地域によって大きく異なります。調査結果からは、インド・
ASEAN（57%）や中国（49%）の消費者は、サステナビリティを
製品の訴求ポイントとして最も重視しています。

さらに、中国で「いいえ、サステナビリティは重要な差別化要因
にはなりません」と回答した人はわずか4%と、すべての地域の
なかでも最低でした。一方、西欧では消費者の21%がサステナ
ビリティを全く重視していません。さらに驚くのは北米の結果で、
消費者の4人に1人がサステナビリティを重視していません。

1.0サステナビリティ
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■ 西欧
■ 北米
■ 中国
■ その他
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販売グループ 地域別の生産台数の割合（%） 増加数
年平均
成長率

地域別の販売台数の割合（%） 増加数
年平均
成長率

1位 Volkswagenグループ 2015
2027

37
27

6
6

35
42

9,900
12,977

3,076 2.3%
2015
2027

35
29

9
8

37
43

9,798
12,763

2,965 2.2%

2位 トヨタグループ 2015
2027

4
4

21
21

10
14

9,885
11,631

1,746 1.4%
2015
2027

6
6

29
23

12
17

9,766
11,667

1,901 1.5%

3位 ルノー・日産グループ 2015
2027

18
17

19
13

12
15

9,376
11,305

1,929 1.6%
2015
2027

24
21

23
17

13
16

9,270
11,430

2,159 1.8%

4位 現代グループ 2015
2027

9
11

21
13

8,039
9,361

1,322 1.3%
2015
2027

10
11

21
21

22
14

7,635
8,818

1,183 1.2%

5位 General Motorsグループ 2015
2027

51
45

26
32

6,725
6,595

−130 −0.2%
2015
2027

53
49

26
31

6,763
6,667

−96 −0.1%

6位 Fordグループ 2015
2027

18
14

48
50

15
9

6,400
5,902

−498 −0.7%
2015
2027

20
22

47
47

16
10

6,202
5,856

−346 −0.5%

7位 ホンダ 2015
2027

3 41
34

21
34

4,527
5,228

702 1.2%
2015
2027

3
3

40
34

22
33

4,646
5,310

664 1.1%

8位 Fiat Chrysler Automobiles
2015
2027

17
19

58
47 2

4,739
4,874

136 0.2%
2015
2027

21
24

56
49

3
3

4,627
4,843

216 0.4%

9位 PSAグループ 2015
2027

56
63

17
4

4,265
4,405

140 0.3%
2015
2027

62
66 2

17
5

4,384
4,271

−113 −0.2%

10位 Daimlerグループ 2015
2027

58
41

13
13

11
28

2,403
3,275

872 2.6%
2015
2027

42
35

19
14

18
30

2,294
3,284

990 3.0%

生産台数合計 2015
2027

16 20 27
14 17 30

88,617
104,546

15,929 1.4%
2015
2027

17 23 28
16 20 30

89,056
105,836

16,780 1.4%

1.0COVID-19
A

u
to

m
o

ti
ve
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n

st
it

u
te
の
分
析

販売上位10グループによる世界の生産・販売台数の見通し｜2015～2027年

注：数字はパーセント。台数の単位は千台。
出典：LMC Automotive Q1 2020. KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute
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販売グループ 地域別の生産台数の割合（%） 増加数
年平均
成長率

地域別の販売台数の割合（%） 増加数
年平均
成長率
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8位 Fiat Chrysler Automobiles
2015
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4,739
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136 0.2%
2015
2027

21
24

56
49

3
3

4,627
4,843

216 0.4%
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56
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−113 −0.2%

10位 Daimlerグループ 2015
2027

58
41

13
13

11
28

2,403
3,275

872 2.6%
2015
2027

42
35

19
14

18
30

2,294
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990 3.0%

生産台数合計 2015
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16 20 27
14 17 30

88,617
104,546

15,929 1.4%
2015
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17 23 28
16 20 30

89,056
105,836

16,780 1.4%

1.0COVID-19

世界的にバランスよく生産・販売拠点を展開している企業や
中国に強力な足場を持つ企業は、COVID-19危機からさらに
力強く抜けだすでしょう。

KPMG Automotive Instituteは、自動車セクターは2020年第3
四半期に世界で事業を再開すると考えています。COVID-19への
適応を継続することで、引き続き経済的な再開は遅れますが、
中国での再開は進行するでしょう。

COVID-19を世界的な波と捉えることが重要であり、世界に展開
する生産・販売拠点から同時に評価する必要があると考えてい
ます。中国に重点的に生産・販売拠点を展開している企業は、
すでに直接的な影響を受けた後の回復フェーズに入っていますが、
日韓、西欧、北米に重点的に生産・販売拠点を展開している
企業は、全面的にパンデミックの打撃を受けている最中です。
中国はすでに慎重な回復フェーズに入っているため、世界的に
バランスよく生産・販売拠点を展開している企業や中国に強力な
足場を持つ企業は、比較的COVID-19危機の影響を受けずに済む
でしょう。販売上位10グループの生産・販売地域の内訳を示した
左の図からわかるように、同じような地域展開状況の自動車
メーカーは世界に2つとありません。ウイルスは波状に世界に拡散
するため、中国に重点的に拠点を展開し、2月と3月に大きな打撃
を受けた企業は、2020年4～5月から始まった中国の現在の景気
回復から恩恵を受けると見られます。この市場は、新エネルギー
車に対する補助金や減税が2022年まで延長されるなど、政府の
インセンティブに支えられているため、これらの企業はささやか
な好況に沸く可能性すらあります。
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BEVs
27%

ICEs
25%

PHEV
25%

FCEVs
24%

2030年には共存

パワートレイン
　　　　　技術

34%

消費者、今後5年間

ハイブリッド
　パワートレインが
　　第一選択肢

20       30
65% 63%

2030年までに
　レベル5自動運転
　　　　が実現

34%
22% 22%

最大の要因

消費者にとって
　EVの導入をためらう

航続距離価格 充電

28

2.0 製品価値

内燃機関エンジンと 
自動車の構造
サーベイ開始以降初めて、エグゼクティブは、2030年までに
ドライブトレイン技術で最大のシェアを占めるのはICEでは
なくなり、FCEV、BEV、PHEV、ICEが共存し、相互に補完
し合うようになると考えています。

原材料と産業政策が国ごとまたは地域の要因に根差している
限り、明確な単一の投資戦略は立てられません。

KPMG Automotive Instituteは、COVID-19によって未来の
パワートレイン構成予想の作成が遅れると考えています。補助
金制度が根本的に変更される場合はなおさらです。

詳細は30ページへ

COVID-19の影響

自動運転への対応
エグゼクティブの77%が、自動運転車と非自動運転車が混在
することは重大な安全上の問題や損害賠償請求につながると
しています。KPMGは、自動運転車が本当に成功するのは、
隔絶された地域において各車が人工群知能に基づく同じルール
に従って走行する「アイランド・オブ・オートノミー」において
のみだと考えています。

エグゼクティブと消費者のいずれも、完全自動運転車の実現
は当初の予想よりも後ろ倒しになると考えています。エグゼク
ティブの5人に1人は、自動運転車の導入は2040年以降になる
と考えています。

詳細は33ページへ

COVID-19の経済的影響によりTCO中心の考え方が強まる
ため、消費者の関心の中心は、必要かつ実証済みの技術だけ
に移り、短・中期的には自動運転車の利用に関する不透明感
が高まると考えられます。

COVID-19の影響

電気自動車と 
燃料電池車への対応
BEVが広く普及するためには、快適で円滑な充電体験を提供
することが必須です。消費者の84%は、充電インフラを整備
する責任は自動車メーカーにあると考えています。

消費者にとって、EVの購入を検討する際に最も重要な要素は
価格です。

エグゼクティブの84%は、FCEVは産業用輸送の分野でブレ
イクスルーが起きると考えており、この割合は2019年に比べ
5%増加しています。

規模の経済による効率化は、バッテリーやバッテリー原材料
の需要増加を上回ることはないと見られます。このため、
バッテリー価格は中・長期的に上昇するでしょう。

最近のCOVID-19による原油価格の下落により、軽油やガソ
リンを使うICEの燃料費が低下し、BEVの急速充電に比べて
1km当たりのコストが低くなっています。

詳細は34ページへ

COVID-19の影響
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2.0 製品価値

2.0 製品価値
原材料と産業政策が国ごとまたは地域の要因に根差している
限り、明確な単一の投資戦略は立てられません。
サーベイ開始以降初めて、エグゼクティブは、2030年までには
パワートレイン技術で最大のシェアを占めるのはICEではなく
なり、FCEV、BEV、PHEV、ICEが共存するようになると考えて
います。西欧の自動車メーカーのエグゼクティブは、はっきりと
BEV（83%）とPHEV（80%）に重点を置いていますが、北米の
自動車メーカーのエグゼクティブは、ICE（89%）の一層の開発に
さらに投資する意欲を持つ傾向があります。一方、消費者は引き
続き、ICE技術をベースとしたハイブリッド車を選好しています。

エグゼクティブと消費者のいずれも、完全自動運転車は当初の
予想よりも後ろ倒しになると考えています。
KPMG Automotive Instituteは、自動運転車と非自動運転車の
混在は難しいと考えています。むしろ自動運転車が本当に成功
するのは、隔絶された地域において人工群知能に基づく同じ
ルールに従って走行する「アイランド・オブ・オートノミー」に
おいてのみだと考えています。

昨年と同様、世界全体のサーベイの結果は、消費者の方がエグ
ゼクティブより早い時期に公道を完全自動運転車が走ると予想
していることを示しています。しかし、その実現年としては、世界
のエグゼクティブも消費者も共通して2030年を最も多く挙げて
います。

依然として消費者にとってBEVの導入をためらう最大の要因は
購入価格です。
消費者にとって、BEVの購入を検討する際に最も気になるのは
依然として価格です。消費者は依然として自動車の購入価格に
最大の関心を寄せており（COVID-19によりこの傾向はさらに
強まると見られます）、eモビリティがもたらすTCOのメリット
（保守費や燃料費がより安く済むことなど）を軽視しているよう
です。今年の結果では、航続距離が充電と並んで2番目に重要な
要因となりました。将来的に生産台数の増加によりBEVの低価格
化が続けば、これが最も重要な要因となる可能性があります。

COVID-19後の世界では、製品は防御的な
役割を持つ可能性があります。複数のパワー
トレインが共存し、投資戦略は各国の産業
政策と原材料の調達環境に左右されます。
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■ ICE（内燃機関エンジン車）　■ PHEV（プラグインハイブリッド車）
■ BEV（バッテリー式電気自動車）　■ FCEV（燃料電池車）　±数字は、2019年サーベイ（対象者数981人）からの変化

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）の回答。数字はパーセント。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute
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2.0 内燃機関エンジンと
自動車の構造

2030～2040年のICE、PHEV、BEV、FCEVの割合について
どのように考えていますか？

北米

全体平均

西欧 中国

将来は各種パワートレイン技術が地域ごとに異なる割合で混在
するようになるでしょう。

サーベイ開始以降初めて、エグゼクティブは、2030年までには
パワートレイン技術で最大のシェアを占めるのはICEではなくなる
と予想しています。FCEV、BEV、PHEV、ICEが共存することに
なるでしょう。都市部には電動パワートレインが適していますが、
長距離通勤や産業用フリートなど他の用途には途切れのない燃料
補給と長い航続距離が必要で、これらはまだEVでは不可能です。
KPMG Automotive Instituteは、上記のような将来のパワー
トレイン構成の実現がCOVID-19によって遅れると考えています。
これらは政府の補助金制度の変更によって地域ごとに強力に
形成されていくでしょう。原油価格の下落と、よりTCO重視の
購買決定によってICEの販売台数が急増する可能性はありますが、
各国政府はインセンティブ制度の強化によってEVを推進する機会
と捉えると考えられます。

ICE技術をベースとしたハイブリッド車は、依然として消費者に
最も人気のあるパワートレイン技術です。

消費者が次に購入したい車のパワートレイン技術には、はっきり
とした傾向が見られます。それはICE技術をベースとしたハイブ
リッド車であり、多くの国では引き続き補助金の対象となってい
ます。バッテリー式電気自動車は消費者から見て少し成熟が進み、
21%の消費者がバッテリー式電気自動車またはレンジエクステン
ダーを搭載したバッテリー式電気自動車を選択しています。しかし、
内燃機関エンジン車も依然として消費者の間で20%と、2番目の
選択肢になっています。北米では予想外のトレンドが見られそう
です。北米で内燃機関エンジン車を購入すると答えた消費者は
2019年の35%から2020年には31%に減少し、バッテリー式電気
自動車を購入するとした人は4%から6%に増加し、一定の環境
意識が生まれていることを示しています。
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今後5年以内に車を購入するとしたら、
どのパワートレイン技術を選びますか？

2.0 内燃機関エンジンと
自動車の構造

その他

北米

南米

西欧

東欧

インド・ASEAN

中国

日韓

全
体
平
均

■ ハイブリッド車　■ ICE（内燃機関エンジン車）　■ PHEV（プラグインハイブリッド車）　■ BEV（バッテリー式電気自動車）　■ FCEV（燃料電池車）　■ EREV（レンジエクステンダー付きEV）

注：消費者（対象者数2,028人）の回答。数字はパーセント。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute
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■ ハイブリッド車　■ ICE（内燃機関エンジン車）　■ PHEV（プラグインハイブリッド車）　■ BEV（バッテリー式電気自動車）
■ FCEV（燃料電池車）　■ EREV（レンジエクステンダー付き電気自動車）

注：自動車メーカーのステークホルダーに該当するエグゼクティブ（対象者数288人）の回答。複数回答可。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute
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2.0 内燃機関エンジンと
自動車の構造

今後５年間で、以下のパワートレイン技術にどの程度の投資を計画していますか？ 
あるいは、どのパワートレイン技術が最大の投資先になると思いますか？

その他

北米

南米

西欧

東欧

インド・ASEAN

中国

日韓

原材料と産業政策が国ごとまたは地域の要因に根差している
限り、明確な単一の投資戦略は立てられません。

KPMG Automotive Instituteは、原材料と産業政策が国ごと
または地域の要因に根差している限り、明確に1つの方向性を
持った投資戦略は立てられないと考えています。世界的に見ると、
バッテリー式電気自動車と内燃機関エンジン車がステークホ
ルダーの間で最も選択されています。しかし、左の図からわかる
ように、エグゼクティブがどのパワートレイン技術に投資する意欲
があるかは、地域や業種によって大きく異なります。自動車
メーカーのエグゼクティブだけに絞ってみると、西欧の自動車 
メーカーのエグゼクティブはバッテリー式電気自動車（83%）と
プラグインハイブリッド車（80%）の開発に対する関心が高く、
北米の自動車メーカーのエグゼクティブは内燃機関エンジン車
（89%）とハイブリッド車（89%）の一層の開発にさらに投資する
意欲を持つ傾向があります。一方、中国のエグゼクティブは、
今後5年間も引き続きバッテリー式電気自動車（89%）とプラグ
インハイブリッド車（90%）への投資を優先します。これらの結果
も、原材料の調達環境に基づいた産業政策が、パワートレイン
技術開発の地域差を促進する要因であることを示唆しています。
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エグゼクティブ 消 費 者 あなたの国では、いつ頃までに完全自動運転車が公道上を走ると予想していますか？

2.0 自動運転への対応

2040年

2030年

2050年

永久にない

±数字は、2019年サーベイ（対象者数981人）からの変化

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）。消費者（対象者数2,028人）。数字はパーセント。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

エグゼクティブと消費者のいずれも、完全自動運転車の実現は
当初の予想よりも後ろ倒しになると考えています。

KPMG Automotive Instituteは、自動運転車と非自動運転車の
混在は難しいと考えています。むしろ自動運転車が本当に成功
するのは、隔絶された地域において人工群知能に基づく同じ
ルールに従って走行する「アイランド・オブ・オートノミー」に
おいてのみだと考えています。完全自動運転車（レベル5）の到来
は、自動運転技術にとってまさにブレイクスルーとなります。真の
群知能による効率が実現可能になるだけでなく、搭乗者が完全
にそれに集中することを前提とした新しいデータ収益化モデルを
導入できます。完全自動運転コネクテッドカーには、必要な自動
車用ソフトウェアの開発に加え、5Gネットワークの幅広い普及も
必須条件です。

今年の調査結果からわかるように、完全自動運転車の実現に
ついては、エグゼクティブと消費者のいずれも、2025年という
予想を大幅に見直しており、2025年に実現すると答えた人は昨年
に比べてエグゼクティブで10%、消費者で11%減少しています。
しかし、全般的には昨年と同様、世界全体のサーベイの結果は、
消費者の方がエグゼクティブより早く公道を完全自動運転車が
走ると予想していることを示しています。しかし、その実現年と
しては、世界のエグゼクティブも消費者も共通して2030年を最も
多く挙げており、2040年を挙げた人もエグゼクティブと消費者
の両方で相当な数に上っています。消費者のなかでは、中国の
回答者の80%が、2030年までに完全自動運転車が公道上を走る
と考えています。これは、西欧で2030年までに完全自動運転車
が公道上を走ると考える消費者が47%にとどまっているのとは
対照的です。
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+1413 19 %69 %
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バッテリー式電気自動車は、必要なインフラストラク 
チャの準備に関する課題のせいで失敗するでしょう。
±数字は、2019年サーベイ（対象エグゼクティブ981人）からの変化

34

バッテリー式電気自動車を本気で検討しない理由

2.0 電気自動車と
燃料電池車への対応

■ 価格／コスト　■ 充電　■ 航続距離　■ 将来の技術開発に関する不透明性
■ 日常利用に対する適合性　■ イメージ　±数字は、2019年サーベイ（対象者数2,028人）からの変化

注：消費者（対象者数2,028人）の回答。数字はパーセント。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

消費者にとってバッテリー式電気自動車の導入をためらう最大
の要因は依然として購入価格です。快適で円滑な充電体験を
提供することも必須です。

消費者にとって、バッテリー式電気自動車の購入を検討する際に
最も気になるのは依然として価格です。消費者は依然として自動
車の購入価格に最大の関心を寄せており（COVID-19によりこの
傾向はさらに強まると見られます）、eモビリティがもたらすTCO
のメリット（保守費や燃料費がより安く済むことなど）を軽視して
いるようです。今年の結果では、世界では航続距離が充電と
並んで2番目に重要な要因となりました。将来的に生産台数の
増加によりバッテリー式電気自動車の低価格化が続けば、これが
最も重要な要因となる可能性があります。中国ではすでにその
ようなことが起きています。中国ではバッテリー式電気自動車が
急速に発展したため、価格が低下しています。その結果、今年は
中国の消費者の51%が、バッテリー式電気自動車の購入にあたり
最も気になるのは航続距離だと答えており、価格は15%で3番目
にすぎません。

未解決のインフラストラクチャの問題は、バッテリー式電気自動
車のブレイクスルーに引き続き大きな挑戦を突き付けています。
今年はエグゼクティブの69%が、この挑戦はバッテリー式純電気
自動車の失敗につながると答えています。この割合は昨年より
14%増加しています。
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CO2換算のウェル・トゥ・ホイール・フットプリント（g／ km）

● ガソリン　● 軽油　● 水素　● 電気（BEV）：家庭での充電（グリッド）　● 電気（BEV）：急速充電（ハイウェイ）

注：円の大きさは新車登録台数を表す
出典：二次資料に基づく調査。KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

バッテリー式電気自動車の充電：実際のコストは？

依然として総保有コスト（TCO）は内燃機関エンジン車と
バッテリー式電気自動車のどちらを選ぶかを決める重要な
要因であるため、充電コストの推移はバッテリー式電気自動
車の今後の成功に大きな意味を持ちます。

ドイツにおける2017～2019年の燃料の種類による比較分析
によると、内燃機関エンジン車のCO2換算のウェル・トゥ・
ホイール・フットプリントは大幅に低下し、水素自動車に
近づいています。自動車業界では引き続きエンジンの小型化
と効率の向上が優先目標となっているため、今後はこの傾向
がさらに顕著になると思われます。一方のバッテリー式電気
自動車は、電力価格が上昇し続けていることがBEV充電価格
に影響を与えています。インフラプロバイダーがドイツのハイ
ウェイにおける急速充電価格を大幅に引き上げたために、
長距離走行中のバッテリー式電気自動車の充電コストが、
内燃機関エンジン車の給油コストに匹敵するほど高くなって
いることが明らかになっています。最近のCOVID-19による
原油価格下落も、軽油やガソリンによる内燃機関エンジン車
の燃料費を引き下げており、1km当たりのコストがバッテリー
式電気自動車の急速充電のそれを下回っています。こうした
推移とTCO志向の高まりにより、短・中期的にはプラグイン
電動パワートレインへの移行に対する消費者の需要は伸び
悩むと予想されます。家庭での充電は引き続き低コストで
あるため、当面バッテリー式電気自動車は都市環境で利用
され、航続距離の短い利用においては顧客にTCO面で大きな
メリットをもたらすでしょう。全体としては、ガソリン、軽油、
水素は中・長期的には図の右下の領域へと移行し、電動モビ
リティとの差は縮小すると予想されます。
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2.0 電気自動車と
燃料電池車への対応

燃料の種類による比較
燃料費とCO2換算のウェル・トゥ・ホイール（採掘から走行まで）フットプリントの関係（ドイツ、2017～ 2019年）
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顧客中心主義
はっきり言えるのは、自動車メーカーは貴重なカスタマーリレー
ションシップの獲得競争において優位を守れるということです。
さらに、エグゼクティブと消費者の半数近くが、今後5年間
自動車メーカーは顧客に最も近い存在でもあるだろうと答えて
います。

個々のタッチポイントで顧客を理解することが重要です。顧客
によるモビリティ決定の要因になるのは、データプライバシー
とセキュリティ、総保有コスト（TCO）、シームレスで快適な
モビリティ体験です。

カスタマーリレーションシップ管理が複雑になるに従い、
マーケティング経費が増加すると考える向きもあるかもしれま
せんが、自動車メーカーにはこれは当てはまりません。一方、
巨大テクノロジー企業は正反対の戦略を追求しています。

消費者の53%は、データプライバシーとサイバーセキュリティ
が購買決定の絶対条件だとしています。これに次ぐのがTCOの
46%ですが、COVID-19の影響で消費行動が制限されるため、
TCOの割合がさらに増加すると予想されます。

キ
ー
ポ
イ
ン
ト

3.0 顧客価値

詳細は38ページへ

COVID-19の影響

シームレスで 
マルチモーダルなモビリティ
世界で「ただ1つ」のモビリティコンセプトはありません。むしろ、
モビリティコンセプトは都市部と農村部で異なったものになる
と予想します。世界のエグゼクティブの80%以上がこれに同意
しています。

詳細は40ページへ

ポストCOVID-19の困難な経済環境に対する直接的な対応：
サブスクリプションモデルを用いて柔軟性のある契約形態を
提供することによって顧客を支援すること。COVID-19によって
消費者の予算引き締めとTCO志向が強まるでしょう。消費者が
モビリティサービスを検討する際は、フィジカルインテグリティ
に対するリスクとコストを比較検討するようになるでしょう。

COVID-19の影響

自動車販売の未来
自動車ディーラーにとって特に大きな課題の1つは、自動車に
おけるソフトウェア中心の開発への変化でしょう。これにより、
消費者はワンストップで対応が可能なディーラーを好む可能性
が高くなります。

実店舗の20～30%に及ぶ大幅な削減または形態変更が行わ
れると見られます。ポストCOVID-19危機によりこのような結
果が強いられます。

詳細は42ページへ

COVID-19の影響
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3.0 顧客価値

3.0 顧客価値
個々のタッチポイントで顧客を理解することが重要です。顧客
のモビリティ決定要因は、データプライバシーとセキュリティ、
総保有コスト（TCO）、シームレスでスムーズなモビリティ体験
が中心になるでしょう。
顧客価値は、顧客にスポットライトを当てるものです。このことは、
顧客を理解することが重要な優先事項であることを意味します。
これには、個々のタッチポイントにおける顧客のニーズと選好、
オフラインまたはオンラインの購買決定を決める条件、シーム
レスなモビリティの世界で必須となる機能などが含まれます。今回
のサーベイの結果は、自動車メーカーは貴重なカスタマーリレー
ションシップの獲得競争において優位を守れることを示してい
ます。さらに、エグゼクティブと消費者の半数近くが、今後5年間
自動車メーカーは顧客に最も近い存在でもあるだろうと答えてい
ます。

世界で「ただ1つ」のモビリティコンセプトはありません。
モビリティコンセプトは、都市部や農村部の用途に基づいて設計
し、顧客の需要に十分に順応できなければなりません。ポスト
COVID-19期のより困難な経済環境への迅速な対応として、サブス
クリプションモデルによって契約形態をより柔軟なものにすること

が顧客の不安の払拭に役立ちます。これらのモデルは、TCO
（総保有コスト）またはTCU（総利用コスト）モデルが顧客のモビ
リティの決定に大きく影響する場合に特に有効です。

実店舗の20～30%に及ぶ大幅な削減または形態変更が行わ
れると見られます。ポストCOVID-19危機がこの結果に拍車を
かけるでしょう。
エグゼクティブは、実店舗数の大幅な減少を予想しているだけで
なく、既存店舗の形態変更は避けられないと考えています。自動
車におけるソフトウェアのレベル向上も、自動車メーカーの傘下
にない独立した自動車ディーラーにとって課題となっています。
顧客は、車載ソフトウェアを専門とする「頼れるサポート業者」が
1社あればよいと考えるようになります。この分野は、現在私たち
が知る従来型販売店の得意とするところとはかけ離れています。

顧客にスポットライトが当たる世界を想像して
みてください。自動車の使い方や行動パターン
が絶えず変化するなかで、顧客の日常のパー
トナーの座を巡ってプレイヤー間で接戦が展開
されるでしょう。
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エグゼクティブ 消 費 者

4346

924

1811

1210

9 18

3.0 顧客価値

ビジネスモデルや消費者行動の変化を考慮して、今後5年間にどのような企業が 
カスタマーリレーションシップにおいてほかよりも優位に立つようになると思いますか？

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）。消費者（対象者数2,028人）。数字はパーセント。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

はっきり言えるのは、自動車メーカーは貴重なカスタマーリレー
ションシップの獲得競争において優位を守れるということです。

今年のサーベイでは、エグゼクティブと消費者の半数近くが、
今後5年間自動車メーカーは顧客に最も近い存在であるだろうと
答えています。2位については、現在見解が分かれています。エグ
ゼクティブはサプライヤーを重視していますが（1年で17%から
24%に増加）、消費者にとっては自動車販売業者とICT企業の方
が重要な役割を果たします。顧客のモビリティ決定の指針となる
のはコストパフォーマンスであり、ユーザーにとっての使いやすさ
を再考し、個別にカスタマイズしたサービスやビジネスモデル
（特別な顧客向けのコンシェルジュサービス、フリートモデルか
購入モデルかなど）を提供する企業が一歩先んじると考えられ
ます。テクノロジー企業は、自宅での音声アシスタントや店舗
でのオンデマンドITサービスデスクなど、すでにいくつかの顧客
維持の手段を提供しており、自動車メーカーが、各ユーザーの
利用パターンに合わせて、新規リース契約や、低コストの保険の
検索、予測警報システム、パーソナライズされたルート選択など、
スピードを上げて先を見越したパーソナルアシスタントを作ること 
ができるかどうかにかかっています。どのタイプの企業であれ、
最も顧客の立場に立って考えられる企業が将来のカスタマーリレー
ションシップを掌中に収めると予想されます。

興味深いことに、中国の消費者によれば、自動車メーカー（30%）
がまだ競争の先頭に立ってはいますが、ICT企業（26%）が追い
上げています。有名ICT企業がより支配的な立場で日常生活に入り
込んでいる国では、エコシステム思考が顧客にも浸透しています。
一方、エコシステム思考を喚起する有力なICT企業がない西欧
では、自動車販売業者が顧客にとってはるかに決定的な役割を
担っています。

自動車メーカー

システム・サプライヤー

ICT企業

モビリティソリューションプロバイダー

自動車販売業者／ディーラー

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 



53

46

3538

35

20

38

35

2438

42

46

3540

2646

4543

39

エグゼクティブ 消 費 者
今後5年間において、自動車の購入やモビリティサービスの利用を決定するうえで、 
以下の訴求ポイントは顧客にとってどれぐらい重要なものだと考えますか？

3.0 顧客中心主義

データプライバシーとセキュリティ

自動運転車／ 
先進運転支援システム（ADAS）

シームレス＆快適（2020年から）

総保有コスト（TCO）／ 
総利用コスト（TCU）に関する透明性

ゼロエミッション／電動モビリティ

車両依存型のコネクティビティ機能 
（例：保守点検リマインダー、 

タイヤ空気圧警告）

ブランドとイメージ

運転の快適性とスピード

車両非依存型のコネクティビティ機能 
（例：店舗／レストラン検索、オフィスアプリ）

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）。消費者（対象者数2,028人）。数字はパーセント。その訴求ポイントが「きわめて重要」と答えた回答者の割合。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

エグゼクティブと消費者のどちらにとっても、引き続きデータ
プライバシーとセキュリティが最も重要な購入基準です。

今後5年間にわたって、自動車を購入する場合もモビリティサー
ビスを利用する場合でも、半数近く（46%）のエグゼクティブが、
データプライバシーとセキュリティに注意を払わない企業は、ブラ
ンドの評判を毀損し、データ利用に伴う本来の価値を得られない
リスクがきわめて高いと考えています。同じく消費者の53%も、
データプライバシーとセキュリティが購買決定の絶対条件だと
して、この考えを支持しています。消費者の間ではTCOに関する
透明性が46%で2位となっています。短・中期的には、COVID-19
によって消費者の予算が制限されるため、この割合はさらに増加
すると予想されます。そこで、シームレスなコネクティビティフ
レームワークのなかに顧客から最大限に信頼される安全なデジ
タル環境を構築することが、さらに重要となります。

意外にも、エグゼクティブの間で順位が高かった自動運転車／
先進運転支援システム（ADAS）は、さほど消費者の関心を集め
ていません。消費者にとっては、第3位のシームレスで快適なモビ
リティ体験（45%）の方が重要です。これらの結果は、事業者が
顧客にシームレスでスムーズな体験を提供しなければ、ブランド
の評判に傷がつき、最終的には購買決定にも影響が及ぶという
私たちの意見を強く裏付けるものです。特に、有償のモビリティ
サービスでは、スムーズな決済システム、簡単な充電、自動車の
空き状況を保証する必要があります。さらに、消費者はさまざま
なタッチポイントで個人として認識されることを期待します。
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2.0 電気自動車と
燃料電池車への対応

40

非常にそう思う  ■ ■ ■■ ■ ■■ ■ ■  全くそう思わない　±数字は、2019年サーベイ（対象者数981人）からの変化

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）の回答。数字はパーセント。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

3.0 シームレスでマルチ
モーダルなモビリティ

次の設問について、どのように思いますか：
モビリティオンデマンドは、製品志向ではなく、サービス主導または顧客主導のアプリケーションの視点から発展
するであろう。つまり、都市部と農村部ではモビリティコンセプトは全く異なったものになるであろう。 世界で「ただ1つ」のモビリティコンセプトはありません。むしろ、

モビリティコンセプトは都市部と農村部で異なったものになる
と予想します。

モビリティコンセプトに投資する企業にとって、モビリティオンデ
マンドに関して、世界で「ただ1つ」のモビリティコンセプトなど
ないことは明らかです。今年のサーベイの結果では特に、ほとんど
の質問に対し世界共通の答えはなく、ローカリゼーション（地域
化）が進んでいることが繰り返し強調されています。今年は、世界
のエグゼクティブの80%以上が、都市部と農村部ではモビリティ
コンセプトが全く異なるものになるという見方に同意しました。

地域差に目を向けると、北米では西欧よりモビリティコンセプトの
浸透度がはるかに高いことを反映し、北米では「非常にそう思う」
が西欧の約2倍になっています。この考えに同意するエグゼクティ
ブが最も多かったのはインド・ASEANの93%で、次は中国の
91%です。このことは、これらの地域でモビリティが成熟して
いることを明確に示していますが、その内容は都市部と農村部で
大きく異なります。

ポストCOVID-19の困難な経済環境に対する直接的な対応：
サブスクリプションモデルを用いて柔軟性のある契約形態を
提供することによって顧客を支援すること。

従来の自動車リースは、顧客が一定期間借りるものでしたが、
現在の顧客は、状況により個々のニーズに応じて自動車を選べる
柔軟なフルサービスのモバイルパッケージを求めています（週末は 
コンバーチブル、家族で遊びに行く時はステーションワゴンなど）。
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注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）の回答。数字はパーセント。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

サブスクリプションモデルはモビリティオンデマンドの未来だと思いますか？ 危機の前でさえ、サブスクリプションモデルはモビリティオンデ
マンドの未来か否かという見解に同意するエグゼクティブは高い
水準でした（74%）。ここでも、世界の他の地域に比べ西欧は
同意した人が最も少なく、わずか61%でした。これは、欧州では
他の地域に比べて契約の柔軟性を求める人が少ないことを反映
しています。

KPMG Automotive Instituteは、COVID-19後の不透明性から、
消費者には契約形態により柔軟性のあるソリューションが求めら
れると考えています。

どのファンクションオンデマンド機能が顧客にとって最も重要
かという点については、エグゼクティブと消費者の見方は一致
していません。

その他
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西欧
東欧

インド・
ASEAN

中国

日韓

全
体
平
均

3.0 シームレスでマルチ
モーダルなモビリティ

アダプティブクルーズ
コントロール

ナビゲーション
システム

音声コントロール

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）。消費者（対象者数2,028人）。数字
はパーセント。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜
© KPMG Automotive Institute
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全体平均

3.0 自動車販売の未来

現在の形態の販売店の数は、今後5年間でどれぐらい減少すると思いますか。

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）の回答。数字はパーセント。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

今後5年間で実店舗の20～30%に及ぶ大幅な削減または形態
変更が行われるとみられます。ポストCOVID-19危機がこの
結果に拍車をかけると予想されます。

今後5年間で販売店の数はどうなると予想するかをエグゼクティブ
に尋ねたところ、60%以上が世界で20～30%減少すると思うと
回答しました。中国では現状が維持されると考えるエグゼクティブ
の割合が最も高く、19%でした。言い換えると、中国でも残りの
81%のエグゼクティブは、単独で世界最大の自動車市場が衰退
すると考えていることになります。また、この調査結果から、北米
のエグゼクティブは全体的な変化の度合いが比較的低いと予想
していると結論付けることができます。北米では、販売店の概念
は自動車メーカーの事業から独立した別のセクターとして捉えられ
ていますが、この地域でさえ、ほとんどのエグゼクティブが20～
30%の減少を予測しています。実際、COVID-19危機の影響で、
さらに大幅な減少が予想されます。
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organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 



6 %

81 %
32

49

5
1 

–1

+3

0

–2

31

38

46

12

22

49

7
20

2

24

52

19
2 4

2

24

45

7
21

2 4

33

43

18

1 4

37

54

3

4

45

45

7

13

18

58

19
5

その他

北米

南米

西欧
東欧

インド・
ASEAN

中国

日韓

全
体
平
均

43

次の設問について、どのように思いますか：
販売店にとって生き残る唯一の方法は、サービス工場か中古車の拠点に形態を変えることであろう。 
新車販売は他のデジタル化されたチャネルで扱われるようになるだろう。

3.0 自動車販売の未来

非常にそう思う  ■ ■ ■■ ■ ■■ ■ ■  全くそう思わない　±数字は、2019年サーベイ（対象者数981人）からの変化

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）の回答。数字はパーセント。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

エグゼクティブの80%以上は、販売店は形態を変え、役割を
転換する必要があると考えています。

調査結果は昨年とほぼ変わらず、エグゼクティブの80%以上が
実店舗のビジネス転換が必要だと確信しています。興味深い
ことに、販売店の転換とデジタル化されたチャネルによる販売に
ついて「非常にそう思う」と答えた人が最も多かったのはインド・
ASEAN（45%）で、それに北米（38%）、中国（37%）が続きます。
今年のサーベイで、世界全体の結果がこれほど似通った質問は
多くありません。このことは、どの国でも販売店の経営モデルを
劇的に変える必要があることをはっきり示していると考えられます。
KPMG Automotive Instituteは、販売店の転換はまだ完了して
おらず、COVID-19によって促進されると考えています。

デジタルチャネルでのサポート、より柔軟なサブスクリプション
モデルと契約形態、自動車のライフサイクル管理の拡大によって、
小売セクターの抜本的改革の必要性が高まっています。これは、
今後5年間に予想される実店舗の削減と並行した動きです。

車載ソフトウェアのレベルが向上していることも、自動車メーカー
とは独立したディーラーにとって課題となっています。顧客は、
車載ソフトウェアを専門とする「頼れるサポート業者」が1社あれば
よいと考えるようになります。この分野は、現在私たちが知る従来
型販売店の得意とするところとはかけ離れています。このため、
自動車メーカーとは独立したディーラーは、将来、アフターサー
ビス分野において頼れる企業、あるいは信頼される事業者の地位
を確立するのに一層苦労するものと予想されます。
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4.0 エコシステムの価値

「協争」
モバイル／テック企業とウェブ／デジタル企業上位15社の時価
総額は、従来の自動車メーカーとサプライヤー上位50社の時価
総額の5倍以上です。

再び競争に：昨年とは異なり、今年のエグゼクティブによると、
自動車メーカーとICT企業の競争は激化しています。

米国／中国とドイツ／日本の間には文化的類似性と地域軸が
あり、このことは今年のサーベイの回答にも反映されています。

現在予想されるCOVID-19後の景気後退により、自動車メー
カーやティア1サプライヤーは、これまで以上に業界内での
協調・統合に着手せざるを得なくなるでしょう。

詳細は46ページへ

COVID-19の影響

変革への対応
エグゼクティブの4人に3人が、負債の増加が予想されることも
あり、金融サービス事業者の重要性が高まると回答しています。

詳細は52ページへ

将来は、都市部など特定の用途において自動車を所有する人
が基本的に減少することも考えられ、販売台数ではなくデータ
へのアクセスと走行距離によって利益が決まるようになります。
特にCOVID-19のさなかに必須となる条件は、モビリティ
ソリューションのように他人も使用する車のなかで、人々が
安心感を得られるようにすることです。

COVID-19の影響

データの支配権
エグゼクティブの40%以上が、データの収益化に最適なのは
Car2X通信などのセキュリティ志向アプリケーションだと回答
しています。

消費者が自身のデータについて最も信頼を置くのは誰かに
関して、エグゼクティブと消費者の見方は一致していません。

データの収益化に最適な手段として多数のエグゼクティブが
考えるのは、Car2X通信などのセキュリティ志向アプリケー
ション、あるいはフィジカルセーフティです。COVID-19後の
新しい現実世界では、フィジカルインテグリティの重要性が
はるかに高まるため、このような意見が増加すると見込まれ
ます。

詳細は53ページへ

COVID-19の影響 キ
ー
ポ
イ
ン
ト
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4.0 エコシステムの価値
COVID-19後の統合：モバイル／テック企業とウェブ／デジタル
企業上位15社の時価総額は、従来の自動車メーカーとサプラ
イヤー上位50社の時価総額の5倍以上です。
ポストCOVID-19の市場の状況が厳しく、さらに自動車業界では
新技術や特に驚異的なスピードで進化する顧客志向サービスへの
多額の投資もあり一層複雑な状況を呈していることから、今回
のサーベイでは引き続き業界のここ数年の推移についてレポート
します。従来のモビリティ事業者が単独で活動し、独力でバリュー
チェーン全体をカバーできると考えるのは間違いです。現在、
自動車関連企業は、リビングマトリックスとして機能するエコ
システムのなかに存在します。そのため、投資しなければ無人島
に取り残されるリスクがあります。それよりも、一見収益性が
ないように見えるかもしれませんが、自社の支えとなり、いつか
存続の役に立つエコシステムに投資すべきです。

所有から利用への変革は、ビジネスのやり方を根本から覆し
ます。
市場での成功を決める尺度は、販売台数から走行距離に変わり
つつあります。製品は用途別のニーズや使用パターン、期待される

耐用年数に適応する必要があり、過剰な機能は積極的に避ける
必要があります。モビリティサービスの拡大により負債が拡大
すると予想され、それに伴い金融サービスの重要性が高まるで
しょう。

データはデータ駆動型ビジネスモデルの原材料です⸺エグゼ
クティブの40%以上が、データの収益化に最適なのはCar2X

通信などのセキュリティ志向アプリケーションだと回答してい
ます。
消費者が自身のデータについて最も信頼を置くのは誰かに関して、
エグゼクティブと消費者の見方は一致していません。顧客は
はっきりと自分のデータは自分でコントロールしたいと述べて
いますが、自動車メーカーはいまだに貴重なデータを信頼して
預けてもらえると考えています。さらに地域別の結果を見ると、
中国は引き続きエコシステム思考の最先端を行っています。データ
競争においては、従来の自動車メーカーではなくICT企業が勝者
であることは明らかです。

エコシステムの価値の背景にある秘密を探り、
「リビングマトリックス（ダイナミックに変化し、
新たなものを生みだす基盤）」への投資に
よって次のレベルへと進める可能性があること
を認識しましょう。

4.0 エコシステムの価値
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2010年

Microsoft
2,388億ドル ウェブ／デジタル企業

5,380億ドル

自動車メーカー
1兆2,314億ドル

トヨタ自動車 
1,239億ドル

デンソー
277億ドル

モバイル／テック企業
2兆2,657億ドル

Apple Inc.
2,959億ドル

サプライヤー
2,445億ドル

2020年

Microsoft
1兆4,005億ドル

ウェブ／デジタル企業
6兆439億ドル

自動車メーカー 
1兆5,282億ドル

トヨタ自動車
1,717億ドル

デンソー
268億ドル

モバイル／テック企業
3兆4,586億ドル

サプライヤー
2,945億ドル

Apple Inc.
1兆3,442億ドル

46

モバイル／テック企業とウェブ／デジタル企業上位15社の
時価総額は、従来の自動車メーカーとサプライヤー上位
50社の時価総額の5倍以上です。

ここ数年、自動車業界の大半は良好な収益水準を維持して
いました。この状況は変わろうとしており、収益水準は低下
する可能性がきわめて高いと考えられます。過去数年間に
ついて、従来の自動車業界とテクノロジー企業の時価総額と
キャッシュ水準を比較しました。過去10年間の推移を比較
してみると、モバイル／テック企業とウェブ／デジタル企業の
成長は自動車業界の成長を大きく凌駕しています。モバイル
／テック企業とウェブ／デジタル企業上位15社の時価総額
は、従来の自動車メーカーとサプライヤー上位50社の時価
総額の5倍以上です。

キャッシュポジション面では、ここまで大差がついては
いませんが、COVID-19危機により、従来の自動車メー
カーが資金の潤沢なICT企業に対抗して地位を守ること
はさらに難しくなると予想されます。

4.0「協争」
A

u
to

m
o

ti
ve
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n

st
it
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分
析

自動車メーカーとICT企業の比較 ― 時価総額

● 自動車メーカー　● サプライヤー　● ウェブ／デジタル企業　● モバイル／テック企業

注：パーセンテージは時価総額全体に占める割合。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：Pitchbook（2020年5月11日）、KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute
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2010年 2020年

Microsoft
368億ドル

ウェブ／デジタル企業
718億ドル

自動車メーカー
2,972億ドル

トヨタ自動車
436億ドル

デンソー
84億ドル

Cisco Systems
399億ドル モバイル／テック企業

2,313億ドル

サプライヤー
426億ドル

Microsoft
1,376億ドル

ウェブ／デジタル企業
4,631億ドル

自動車メーカー
5,005億ドル

トヨタ自動車
555億ドル

デンソー
67億ドル

Apple Inc.
941億ドル

モバイル／テック企業
3兆8,550億ドル

サプライヤー
512億ドル
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4.0「協争」

自動車メーカーとICT企業の比較 ― 現金、現金同等物および短期投資合計

● 自動車メーカー　● サプライヤー　● ウェブ／デジタル企業　● モバイル／テック企業

注：パーセンテージは現金および短期投資合計に占める割合。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。各社の割合は各年の業種内で
のみ比較可能です。
出典：Pitchbook（2020年5月11日）、KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

私たちは、過去2年間、2つの重要な問いについて考えてきました。

 1.   資本市場は世界のモビリティソリューションに関する実際の
市場機会をどの程度反映しているのでしょうか。

 2.   従来の自動車メーカーのレベルやプラットフォームプロバイ
ダーのレベルから見て、今までのところ、どの資本市場がテク
ノロジー企業に支配されているのでしょうか。物理的な移動
が最低限に制限されている時期だけに、オンラインとモバイル
のビジネスモデルに高い注目が集まっています。

収益化に先行するという資本市場のパラダイムにすべてのエグ
ゼクティブが気づいているとは限りません。このパラダイムの下
では、企業の株価は高値で維持されることになります。現実に
は、従来の自動車関連企業は、デジタル企業と同じ評価軸で
評価されたことがありません。従来の自動車関連企業は、従来型
の財務指標を使って評価されるのが通常ですが、自社のプラット
フォームにできるだけ多くの利用者を惹きつけることを狙いとする
デジタル企業は、ROIではなくトラフィックによって評価されてい
ます。しかし、北米の電動モビリティ業界のある企業は、自社
を「エコシステム・デジタル・プレイヤー」と位置付け、そうする
ことで資本市場から全く異なる評価を受けています。これは、
将来はソフトウェアが違いを生み、自動車製品の経年劣化プロ
セスを再定義するようになることを示すものだと私たちは考えて
います。ソフトウェアの要素が更新され続ければ、自動車製品の
経年劣化の速度を落とすことができ、製品レベルで新しいライフ
サイクルを生みだすことができることから、金融とリースに大きな
影響をもたらします。
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● 競争　● 協調

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）の回答。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

北米 西欧 中国
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4.0「協争」

今後、ICT企業と自動車メーカーの関係は、競争と協調のどちらになると予想しますか？

全体平均

再び競争に：昨年に比べて自動車メーカーとICT企業の競争は
激化しています。

2020年には、自動車業界のエグゼクティブの50%がICT企業と
自動車メーカーは協調していくと回答していますが、2019年には
この割合は65%でした。ICT企業と自動車メーカーの協調に最も
懐疑的なのは北米のエグゼクティブ（38%）で、中国（65%）と
西欧（48%）のエグゼクティブは協調に前向きです。北米のエグ
ゼクティブは常に競争的なアプローチをとる傾向にあり、これには
メンタリティと保護主義的な姿勢も関係していると思われます。
COVID-19後に、収益性不足によりこの考え方を変えざるを得ない
かどうかがわかるでしょう。

右のチャートは、2014年以降、自動車業界の協調関係が着実に
拡大してきた明確なトレンドを示しています。ここには大きく3つの
フェーズがあります。第1のフェーズでは、自動車企業が新興企業
やICT企業に関心を示し始め、このことは、破壊的技術のアイデア
が手垢の付いていないアプローチから生まれることに気づいた
ことを示しています。第2のフェーズでは、自動車業界は業界内
での激しい競争を見て取り、ICT企業を今後の開発のための理想
的なパートナーと捉えました。最後の第3フェーズでは、自動車
企業は本当の競争は業界の外からやって来ることに気づき、エコ
システム全体を強化するために同業者との協調関係を大幅に強化
しました。現在のCOVID-19危機から、さらに多くの自動車メー
カーやティア1サプライヤーが協調と統合に取り組み始めざるを
得ないと考えられます。

協調

競争
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グローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2015
「顧客のロイヤルティを獲得するためのきわめて重要な戦いにおい
て、自動車メーカーは革新的な技術とサービスを提供する企業と
協調する必要があるでしょう」

Volvo
Peloton

BMW
Zendrive

Daimler
myTaxi
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Daimler
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Here

SAIC
Alibaba
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4.0「協争」

「協争」のタイムライン

A
u

to
m

o
ti

ve
 I

n
st

it
u

te
の
分
析

1.  自動車メーカーが新興企業、 
ICT企業との協調を開始

2.  自動車メーカーとICT企業の 
協調関係が強化

3.  自動車メーカー間の 
「協争」関係が一般化

■ 自動車メーカーと新興企業　■ 自動車メーカーとICT企業　■ 自動車メーカーと自動車メーカー

出典：二次資料に基づく調査。KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute
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FCA

GEELY

SEAT

スズキ

現代

VOLVO

マツダ

TATA

PORSCHE

AUDI

VW

ホンダ

トヨタ

ルノー・日産

DAIMLER

BMW

GM

CHANGAN（長安）

FORD

SAIC

PSA

TESLA

● 製造　● コネクティビティ　● シェアードモビリティ　● アーバンモビリティ　● ロジスティクス、ドローン、航空
● 電力供給、エネルギー　● 小売、アフターマーケット　● 自動運転　● 金融サービス

出典：Pitchbook 2020、KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute
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4.0「協争」
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の
分
析

自動車メーカーの投資ネットワークに関するKPMGのスマート・エコシステム・レーダー
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organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 
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4.0「協争」

投資実績は、今後考え得る「協争」シナリオと、企業が
すでにエコシステム内に占めている現在の地位を知る
優れた指標となります。

世界の新興企業に対する投資実績を分析すると、さまざま
な企業がどの分野に主に投資しているのかについて興味
深い知見が得られます。ここから、過去数年の主な関心
分野と投資パターンを特定することができます。実際、テク
ノロジー、モバイル、ソーシャルメディアの各企業が、ここ
数年、アセット型の企業には多額の投資を行っていない 
ことがはっきりとわかります。これらの企業は、長期的に
非アセット型のビジネスケースのみを重視しているためです。
例えば、AlibabaとAmazonの主な投資分野はソフトウェア、
小売、娯楽、コネクティビティに集中しています。一方、
従来の自動車企業の投資実績は、これまでと同様、製造や
電力供給・エネルギーといった昔ながらの分野に集中して
いることがわかります。コネクティビティ、シェアードモビ
リティ、アーバンモビリティへの投資は最近始まったばかり
で、少なくとも一部の高級自動車メーカーが行っています。

さらに、左のネットワーク分析チャートに表したように、
投資実績の分析は、投資ネットワーク全体の力学や相互
依存性について理解を深める機会となります。この図から

は、どの企業がすでに相互に関係を結んでいるのか、業界プレ
イヤーが連携して同じ分野に投資しようとしているのか、各プレ
イヤーは業界内に投資することを好んでいるのか、それとも広く
エコシステムに機会を見いだしているのか、などが明確にわかり
ます。

ここ数年の投資の推移を見ると（オンラインプラットフォームを
参照してください）、従来の自動車企業による投資のうち24%は
いまだに製造分野に集中していますが、ここ数年はこの分野への
関心が徐々に減少し、電力供給、自動運転、コネクティビティ、
シェアードモビリティソリューションなどの新しいテーマにシフト
していることがわかります。1つ確実なことは、どの投資実績を
見ても、情報技術のシェアが年々重要性を増していることです。

こうしたなかから、まだ業界の備えができていないさまざまな
「協争」シナリオが現れるでしょう。特に、現在のCOVID-19に
よる景気後退で統合の波が訪れ、この流れが加速すると予想
されます。なかでも大きな課題の1つは、具体的な「協争」モデル
の開発です。例えば、既存の組織構造にとらわれずに最高の
スキルやノウハウを結集するために、異なる地域の異なる文化を
どのようにまとめるかといったことです。組織の力が担当者の数
ではなくチームの共同成果と結びつく、いわゆる「アジャイル」な
業務体制が、これまで以上に重要になると予想されます。

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 
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4.0 変革への対応

次の設問について、どのように思いますか：
エコシステムの観点から、販売台数だけで市場シェアを測るのは時代遅れである。
今後は走行距離または別の利用状況の尺度を見るべきである。

その他

北米

南米

西欧
東欧

インド・
ASEAN

中国

日韓

全
体
平
均

非常にそう思う  ■ ■ ■■ ■ ■■ ■ ■  全くそう思わない　±数字は、2019年サーベイ（対象者数981人）からの変化

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）の回答。数字はパーセント。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

販売台数で市場での成功を判断できるでしょうか。エグゼク
ティブの意見は、過去3年間と同じでした。今後は走行距離な
どの新しい数値が市場での成功を示す指標になるでしょう。

今年もまた、エグゼクティブの大半は販売台数のみで市場シェア
を測るのは時代遅れだと考えているという結果になりました。エグ
ゼクティブの82%は、自動車の利用状況または走行距離の測定
が注目されるようになると考えていますが、残念ながらほとんど
の企業は、まだそのようなエコシステム思考の指標を導入してい
ません。

地域別に見ると、「非常にそう思う」と「そう思う」の合計が特に
多いのは中国、アジア先進国、インド・ASEANで、特に低い
のは南米と西欧です。これらの地域では、エコシステム思考が
さほど発展しておらず、はるかに遅れています。

階層別に見ると（オンラインプラットフォームを参照してください）、
戦略志向のCEOの方が新しい市場シェアの尺度に対する意識が
高いことがわかります。これは、そうしたCEOが、自動車販売
から自動車利用へと収益の流れが変わろうとしていることに気づい
ていることを意味します。利益は販売台数ではなく、データへの
アクセスと走行距離によって決まるようになるでしょう。都市部
など、特定の用途において自動車の所有率が基本的に減少する
場合はなおさらです。特にCOVID-19のさなかに新しいモビリティ
ソリューションを広く展開していくための必須条件は、他人が
使用する車のなかで人々が安心感を得られるようにすることです。

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 
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2017年
（953人）

2018年
（907人）

2019年
（981人）

2020年
（1,154人）

2017年
（2,418人）

2018年
（2,184人）

2019年
（2,028人）

2020年
（2,028人）

● 自動車メーカー　● ICT企業　● モビリティソリューションプロバイダー　● 政府
● 自動車の所有者／運転者　● サプライヤー　● 自動車販売業者／ディーラー

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）。消費者（対象者数2,028人）。数字はパーセント。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

53

エグゼクティブ 消 費 者

4.0 データの支配権

コネクテッドカーは、膨大な量の消費者データと車両データを生成します。
今後5年間で誰が車両データの「所有者／保護者」となるべきだと考えますか？

回
答
の
割
合（

%
）

製品視点の車両データの所有者は誰であるべきかについて、
今年はここ5年間で初めて、エグゼクティブの見解が、自動車
メーカーと顧客でほぼ拮抗しました。

車両データとは、自動車とそのシステムに関する技術情報を検討
することによって、顧客と自動車の利用状況の関係に注目した
データです。

製品視点の車両データの所有者は誰であるべきかについて、今年
はここ5年間で初めて、エグゼクティブの見解が、自動車メーカー
と顧客でほぼ拮抗しました（29%）。これは、2019年から2020年
に「自動車メーカー」が7%低下したことによるものです。消費者
のICT企業に対する評価が、これまで以上に自動車メーカーに
対する評価に近付いているのは興味深い点です。中国では（対話
型オンラインプラットフォームを参照してください）、車両データ
の所有者は顧客であると回答したエグゼクティブはわずか10%
だったのに対し、ICT企業が26%、サプライヤーが22%でした。

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 
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エグゼクティブ 消 費 者

4.0 データの支配権

2017年
（953人）

2018年
（907人）

2019年
（981人）

2020年
（1,154人）

2017年
（2,418人）

2018年
（2,184人）

2019年
（2,028人）

2020年
（2,028人）

● 自動車メーカー　● ICT企業　● モビリティソリューションプロバイダー　● 政府
● 自動車の所有者／運転者　● サプライヤー　● 自動車販売業者／ディーラー

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）。消費者（対象者数2,028人）。数字はパーセント。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

コネクテッドカーは、膨大な量の消費者データと車両データを生成します。
今後5年間で誰が消費者データの「所有者／保護者」となるべきだと考えますか？

回
答
の
割
合（

%
）

消費者データは譲渡不可能な所有者の財産です。

消費者データとは、使用時間、個人のドライビングスタイル、
消費行動、健康状態など、車内での顧客の行動に注目したデータ
です。

エグゼクティブは、車内で生成される貴重な消費者データの所有
権について、3年連続で明確な見解を出しています。ここ3年で、
消費者データは自動車メーカーが所有すべきだと考えるエグゼク
ティブは減少してきました（2018年の34%に対し2020年は30%）。
これは、自動車は消費者の生活における1つのアプリケーションに
すぎないという私たちの見方にも沿っています。ICT企業はすでに
消費者データと個々の消費者プロフィールについて自動車メーカー
よりもはるかに詳細に把握しているのです。

対話型オンラインプラットフォームでは、世界のほとんどの地域
でエグゼクティブの意見が共通していることが見てとれますが、
中国で消費者データの所有者は自動車の運転手であると考える
エグゼクティブはわずか6%です。中国のエグゼクティブは、消費
者データはICT企業と自動車メーカーが所有するべきだと考えて
います。さらに、消費者データ保護法の厳しい地域のエグゼク
ティブが、消費者データは自動車の運転手が所有するものだと
考えているのに対し、消費者データの保護基準が緩い国のエグ
ゼクティブの間では、消費者データの所有権が自動車の運転手に
あると考えている人が少ないことがわかります。

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 
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2017年
（953人）
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（907人）
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（981人）

2020年
（1,154人）

2017年
（2,418人）
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（2,184人）

2019年
（2,028人）

2020年
（2,028人）

車内で生成されたデータの「所有者／保護者」として
最も消費者に信頼されるのは誰だと考えますか？

回
答
の
割
合（

%
）

55

エグゼクティブ 消 費 者

4.0 データの支配権

消費者が自身のデータについて最も信頼を置くのは誰かに
関して、エグゼクティブと消費者の見方は一致していません。

消費者が自身のデータについて最も信頼を置くのは誰かに関して、
今年の調査結果でも、エグゼクティブと消費者の間には大きな
意見の隔たりがありました。消費者がはっきりと自分のデータは
自分でコントロールしたいと述べている（46%）のに対し、エグ
ゼクティブはいまだに自動車メーカーが消費者データを所有する
ことについて最も信頼されていると考えています（34%）。この
意見の食い違いを解消する1つのアプローチは、データの使用
方法に関する透明性を高めることです。これには、顧客にプラス
の効果を示す方法などがあります。つまり、TCO志向のアプ
ローチをとるか、付加価値を追加することです。ICT企業の信頼
度が特に低い（14%）のは、まさにこのような透明性が欠けて
いるためだと思われます。

一方、消費者が信頼するのは、自動車メーカーが20%、ICT企業
が11%、政府が7%、その他のエコシステム関係者がそれ以下と
分散しています。過去5年間の消費者の回答を比較すると、自らが
最も信頼できるとする割合と、自動車メーカーが最も信頼できる
とする割合の差はほとんど変化しておらず、自動車メーカーに
対する相対的な信頼度がわずかに高まっています。

オンラインプラットフォームの対話型ダッシュボードを使って地域
を比較すると、消費者が特に自動車メーカーを信頼しているのは
インド・ASEAN（32%）、日韓（29%）、南米（28%）です。中国
の消費者は、他の国と比較して、データの所有者としてICT企業
を信頼する傾向にあります（23%）。このことも、中国では世界
の他の地域に比べてICT企業がはるかにエコシステムに統合され
ていることを示しています。

● 自動車メーカー　● ICT企業　● モビリティソリューションプロバイダー　● 政府
● 自動車の所有者／運転者　● サプライヤー　● 自動車販売業者／ディーラー

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）。消費者（対象者数2,028人）。数字はパーセント。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute
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4.0 データの支配権

自動車企業が最もデータを収益化できる可能性が高いのはどの分野だと考えますか？

■  セキュリティ志向： 
盗難防止機能の向上、 
Car2X通信の保証

■  性能志向： 
自動車の性能向上を保証 
（例：排気、保守など）

■  顧客志向： 
コミュニティプロファイリング、 
タッチポイント管理の向上

■  エコシステム志向： 
生成データの第三者への再販 
（例：保険会社、天候、食料品情報など）

±数字は、2019年サーベイ（対象者数981人）からの変化

注：エグゼクティブ（対象者数1,154人）の回答。数字はパーセント。端数処理のため合計は100%にならない場合があります。
出典：KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

エグゼクティブの40%以上が、データの収益化に最適なのは
Car2X通信などのセキュリティ志向アプリケーションだと回答
しています。

今年の結果でも、Car2X通信などのセキュリティ志向アプリケー
ションが世界のエグゼクティブの意見の大半を占めました（41%）。
COVID-19後の新しい現実世界では、フィジカルインテグリティ
の重要性がはるかに高まるため、このような意見への支持が拡大
すると見込まれます。

この見解を、「顧客価値」の章で述べた所有から使用への移行と
結び付けると、将来はアセットとしての自動車はなくなると予想
されます。都市では自動車の所有は次第に顧客にとって負担に
なりつつあるため、都市用アプリケーションは特に収益性が高い
とみられています。また、プレミアムデータの収益化モデルは
「マス」データモデルとは異なると思われるため、アプリケーション
と車両セグメントの区別も重要だと考えます。

地域ごとの結果を比較すると、エグゼクティブの間でセキュリティ
志向アプリケーションへの支持が特に高いのは中国（50%）と
南米（57%）です。昨年のサーベイと同様、世界のエグゼクティブ
が2番目にデータ収益化の可能性が大きいと答えたのは、実績
ベースのモデルです。これは、保守点検に利用できる、性能や
排気に関する情報を提供するものです。中国ではこのタイプの
アプリケーションに対する評価が最低でしたが、一方、エコシス
テム志向のアプリケーションは高く評価されています（16%）。
ここでも地域によって意見の差があることは、すべてのデータ
駆動型ビジネスモデルに共通するただ1つのグローバルなアプ
ローチが存在し得ないことを示しています。市場は、国内の規制
基準と顧客の好みに合わせるために完全にローカライズされた
アプローチを求めています。
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4.0 データの支配権

KPMGのデータ科学のためのスマート・エコシステム・レーダー｜新興企業モニタリング
データ科学｜自動車業界
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例：Stratio Automotive
（ポストプロダクションフェーズに
おいて自動車のコンディションを
評価するためにつくられた予測型
インテリジェンスプラットフォーム）

例：Carfit
（AIを使ってサービスサイクルを最適
化する予測型メンテナンスプラット
フォーム）

例：Azuga
（自動車の利用データを使って顧客
ターゲティングの向上とコスト削減
を行うテレマティクスソフトウェア）

例：Zendrive
（保険会社向け商品として販売される
AI対応のドライブ行動インサイト）

● 買収者　● 投資家　● 投資対象

出典：Pitchbook 2020、KPMGグローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2020｜© KPMG Automotive Institute

ICT企業のビジネスモデルにとってデータは原材料です⸺
新興企業をモニタリングすると、データ駆動型ビジネス
モデルの秘密が明らかになります。

自動車企業は長年にわたり、どの分野のデータ駆動型ビジ
ネスモデルが最も成功する可能性が高いかを探ろうとしてきま
した。購入から利用モデルへと切り替える顧客が増えるほど、 
純粋なアセット型モデルの魅力は失われます。私たちは、
KPMGのスマート・エコシステム・レーダー（SER）を使って、
そうしたデータ駆動型ビジネスモデルに関するアイデアを
提供する、新興企業モニタリングツールを開発しました。

いつの日か、データがとても価値あるものになり、モビリティ
が無料になる日は来るのでしょうか。顧客の利用データを
収益化する方法は数多くあります。そこで、各企業がデータ
の有効活用のために投資を行っている主な4分野を特定し、
それらを、個人の利用データを提供してもよいとの回答が顧
客から多く得られた順にランク付けを行いました。

  1   内部プロセスの最適化 
（例：アダプティブエンジニアリング）

 2   予測型メンテナンス

 3   カスタマージャーニーマッピング

 4   関連業界からの収益獲得 
（例：保険、インフラストラクチャ、医療）

左のチャートは、自動車業界の企業から投資を受けている、
これら4分野で活動する新興企業の一例です。
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KPMGの最新の自動車関連刊行物

2020

Anticipating the green flag: 
Accelerating a COVID-19 exit  
for auto retailers（英語）
COVID-19によるロックダウンが終了すれ
ば、米国の消費者は再び自動車を買い
始めるでしょう⸺しかし、多くの人は
ショールームには行かないと言っています。
KPMGは、4月に2,500人の消費者を対象
に調査を行い、ロックダウン後の自動車
需要の変化と、自動車販売店がその需要
を捉える方法について探りました。

2020

EV Plan B?（英語）
米国のドライバーのほとんどは、電気自動
車に高いお金を払おうとは考えず、バッテ
リーの電力で走ることにもなじみません。
しかし、自動車メーカーは、今後5～10年
間で数百ものモデルを米国市場に投入しよ
うと準備を進めており、供給過剰のリスク
があります。KPMGは、この新レポートを
通じて、自社のEV計画を修正する方法を
自動車メーカーに提示します。

2020

スマートシティ
わが国の主要5都市における意識調査
～住みやすい街づくりのためにできること
日本の主要5都市、東京、大阪、名古屋、
札幌、福岡におけるスマートシティに関する
住民の意識調査結果に基づき、、市民が
都市の「スマート化」に対して何を重視し、
何を期待するかという観点で分析・考察し
ています。

2020

自動車利用に関するニューリアリティ
－ 利用回数、走行距離および自動車保有
台数はいずれも減少傾向にあるのか
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の
世界的流行により、米国では在宅勤務や
オンライン・ショッピングが一般化し、自動
車の運転機会が減少しています。本稿では
自動車利用回数と走行距離の減少、そして
自動車保有台数の減少に着目し、自動車
業界の新たな課題について考察します。

2020

始まった地方交通革命
持続可能な地方版MaaSを 
成立させる要因とは
地方の交通課題を解決するためにどのよう
なモビリティサービスが提供されるべきか、
そのためにそれぞれの組織で何が提供でき
るのかについてフィンランドや国内の成功
事例を紹介しながら解説しています。

2020

停滞から回復へ：COVID-19により停滞中
の自動車アフターサービス市場の売上に、
需要拡大の兆しあり（2020年11月発行予定）
自動車アフターサービス需要に最も大きな 
影響を及ぼすのは、自動車の走行距離
（VMT: Vehicle Miles Traveled）です。
COVID-19により、在宅勤務とオンライン
ショッピングが定着し、走行距離の落ち
込みは今後も続く可能性があります。一方、
数年前の新車部品の交換需要の最盛期に
入り、予想より早く需要が回復する可能性
もあります。変動する需要に、部品サプラ
イヤーが備えておくべきこと及び今後の対策
について考察します。
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2019

車載半導体：新たなICEの時代
最先端の自動車には、内燃エンジンに代わ
り内部コンピューティングエンジンが搭載
されます。私たちは、半導体と電子機器に
よって自動車が差別化される、新しい自動
車の時代に突入しています。この変化に
伴い、半導体が自動車革命の中心に位置
付けられます。

2019

Digital Gravity（英語）
他の業界と比較すると、自動車業界はいち
早くデジタルトランスフォーメーションを
採用したことから、経験という点で最も
優位にあります。そこで、このグローバル
サーベイの一環として、自動車業界のエグ
ゼクティブたちに、リーダーシップ、文化、
組織、プロセス、テクノロジーについて
尋ねました。

2019

自動車リテールの未来
Eコマースが自動車リテールに与える影響は
見逃せません。ディーラーの収益を確保し
ながら、顧客体験を向上させるべく自動車
リテールの改革に取り組むことは、きわ
めて複雑です。それにはイノベーション、
新しいディーラー戦略、自動車メーカーとの
連携が必要です。

2019

グローバル・オートモーティブ・ 
エグゼクティブ・サーベイ2019
Vehicle2Gridへのシームレスな移行は「アイ
ランド」の宝庫です。KPMGとともにそれら
を見ていきましょう。

2019

離陸するモビリティ
現在の都市化の進行状況、経済成長、交通
渋滞の増加という予測などを基に、アーバ
ンエアモビリティ（UAM）市場をサポート
する条件が近々整うであろうメガシティや、
UAMでの乗客輸送数などを予測します。

2018

自動運転車対応指数2019
－ 自動運転車に対する各国の準備状況分析
2018年、自動運転車（AV）の普及による
社会的、経済的な変革の効果に対する認識
を高めるために、KPMG自動運転車対応 
指数を公表しました。2回目となる今回の
調査では、対象国を新たに5ヵ国加え、AV
に関する消費者の意見などの新しい指標を
追加し、国別の詳細な達成状況を報告し
ます。
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2018

インダストリー 4.0に対する取組みの現状
～ビジネスリーダーの皆さまへ～
インダストリー 4.0（i4.0）は、製造業を
次世代へと突入させる可能性のある歴史的
なパラダイムシフトです。しかし、真の進歩
は、リーダーシップと戦略的方針の欠如、
混乱、現状打破への恐怖、不確実なROI
など、お決まりの障害によって阻まれてい
ます。

2018

自動運転車による配送： 
迫り来るモノの移動革命
消費者はモノの移動に自動運転車による
配送を利用します。この消費行動の変化に
より、配送の種類ごとに特化した自動運転
配達車や新しいサービス、新しいインフラ
への新たな需要が急増します。

2018

グローバル・オートモーティブ・ 
エグゼクティブ・サーベイ2018
力を結集し、強力なアセットベースの伝統に
再び焦点を合わせ、新しいホワイトスポット
を巧みに攻略する時がきました。アセット
型の企業が、同じ役割、タッチポイント、
収益の流れを持つ非アセット型のデジタル
巨大企業と真に戦える方法と場所を見い
だします。

2018

Me, my life, my wallet 
（私、私の人生、私の財布）第2号
消費者にとって体験のなかのどこに価値が
あるかを知り、どのような瞬間が大切かを
理解し、生活を取り巻くつながりを的確に
把握し、時間とお金をどのように秤にかけ
ているかを学ぶことに重点を置いた包括的
調査。

2018

グローバル製造業の展望
第8号となるグローバル製造業の展望
レポートでは、300人のCEOに対するアン
ケート調査と製造業界のエグゼクティブ 
およびKPMGのパートナーへのインタビュー
から、包括的なデジタルトランスフォーメー
ション戦略を一刻も早く構築する必要が
あることがわかりました。

2017

Global Captive Finance  
Survey 2017（英語）
近年、自動車のキャプティブファイナンス
企業が大きく成長しています。マージンの
高さと、ある程度リスクエクスポージャーを
抑えられることが背景にあります。しかし、
こうした企業は市場環境、技術、規制の
変化に直面しています。

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 



61

automotive-institute.kpmg.de

 6

  7

 4

 8

 2

 1

 3

 5

エグゼクティブ 消 費 者

オンラインプラットフォームの使い方：
個別分析ができる対話型n次元ダッシュボード

求める答えが得られるように、組込み済みのさまざまな分析機能
を活用してください。

各ダッシュボードのカスタマイズ
複数のフィルターを使用し、組み合わせを試し、例えば地域ごと
の視点の違い   1  や異なるステークホルダーの見解について詳しく
知ることができます。ダッシュボードに表示される結果はすべて
フィルターの選択に応じて調整されます   2。多くのダッシュボード
で下半分に表示される詳細ビューでは、上半分の主な結果に
ついてさらに詳しく見ることができます。ご自分の関心と一致
する、知見を深めてくれる分析要素   3  を選択してください。

これまで思いも寄らなかった質問の答えが見つかるかもしれま
せん……

ダッシュボードと直接対話し、結果について詳しく調べる
フィルター機能以外にも、結果   4  にマウスオーバーすると、
ダッシュボードと直接対話ができ、関心のある分野を選んで詳細
な情報を確認できます   5。分析の各部をクリックすると、フィル
ター処理された結果がすべて表示されます。

エグゼクティブと消費者の意見の比較
エグゼクティブと消費者に同じ質問を多数行っています   6。両方
の回答者グループの答えを比較してみましょう。

エグゼクティブのダッシュボードの結果は、地域、ステークホル
ダーのタイプ、役職、企業収益によってカスタマイズできます   7。 
消費者の意見を表示するデータはすべて、地域、年齢、学歴、
生活環境によって絞り込めます。

「n」は、現在のフィルター選択に含まれる回答者の人数を表し
ます   8。

世界の答えは1つではない

200万もの
異なる見解

30ヵ国の 
1,154名の 

エグゼクティブに 
インタビュー

30ヵ国の 
2,028名の 
消費者に 
インタビュー
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インタビュー

日本語版特別編

経営者インタビュー

COVID-19の感染拡大を時系列で振り返ると、当初感染の中心だった中国だけでなくイタリア等で感染者が急増し始めた
のが2020年2月下旬、3月上旬にスペインやフランスなどに広がり、その後米国での感染者数が増大しました。世界保健
機関がパンデミックに認定したのが3月11日、東京オリンピック・パラリンピックの延期が発表されたのが3月24日です。
一方、本サーベイが実施されたのは2月の1ヵ月間であり、COVID-19の影響が拡大する直前のアンケート調査となった
ため、残念ながらその回答にはCOVID-19の影響がほとんど盛り込まれていません。そこで今回は、自動車業界の中
でも、特に国内大手サプライヤー 3社の経営層の方々にご協力いただき、自動車業界の現状やCOVID-19後の目指す姿に
ついて個別にインタビューを実施しました。

なお、本記事はインタビューの実施順に掲載しています。また、匿名を条件にインタビューを受諾いただいた場合には
匿名で掲載しています。

今回のインタビューを通じて、COVID-19対応に取り組む各社の生の声を伺うことができたと自負しています。インタビュー
実施にご協力いただきました経営者の皆様にはこの場を借りてお礼申し上げます。

記事の最後には、COVID-19がCASEと呼ばれる自動車業界の変化やモビリティの動向にグローバルでどのような影響を
与えたのか、株式会社国際経済研究所非常勤フェローでありKPMGモビリティ研究所のアドバイザーでもある宮代陽之氏
へのインタビューを掲載しました。

本稿が皆様の一助になれば幸いです。

インタビュアー

小見門 恵

KPMGジャパン 自動車セクター統轄パートナー
KPMGモビリティ研究所　所長

KPMGコンサルティング（株）  執行役員パートナー

1988年KPMG港監査法人（現あずさ監査法人）入所後、さまざまな企業
の会計監査に従事。
ロンドン赴任を経て1998年より大手外資系金融機関の会計監査、デュ－
デリジェンス、内部統制検証業務、規制関連調査等に関与。
2001年以降、全社的リスクマネジメント、内部統制、内部監査関連支援
業務等に多数関与。
現在、大手自動車メーカーのグローバルリードパートナーとして、KPMG
の同社グループ向けサービスを統括。
2018年9月1日KPMGモビリティ研究所所長就任。
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小見門　貴社の業績に対するCOVID-19の影響はどのような
ものでしたか？

牧野　8月に第1四半期報告書を開示しましたが、従来ベース
の精緻な業績予測はできない状況でした。特に下期以降の
業績については今もなお見直しをしています。地域によって
回復度合いに差がありますが、中国では4月以降、売上が
前年同期を上回る状況が続いています。北米でも徐々に回復
してきていますが、ヨーロッパはようやく上向きに転じたような
状況。アセアン・インド・南米ではまだ回復のめどが立ちま
せん。そういった状況の中で、従来ベースの精緻な業績予測
はできてなかったということです。当初から、大口顧客である
トヨタ自動車向けの販売は回復してくると見込んでいましたが、
グローバルで見るとジェイテクトの顧客の6割はトヨタ以外で
あるため、先行き不透明なところがあり、過度な期待を込めた
数字ではなく慎重な業績予測にしています。年度を通してみる
と売上は対前年比で2割ぐらい落ちると予想され、その中で

いかに原価を抑え、営業利益のマイナスを押さえるかが重要
です。今回のCOVID-19の影響を受けて固定費の状況を精査
したところ、見直し・最適化する余地がありましたので、削減
活動に取り組んでいます。COVID-19の影響で仕事が減った
ことに伴って固定費が落ちた部分と、改善が進んだ結果として
削減することができた部分の両方があるので、気を緩めること
なく原価低減を推進する必要がありますが、もう少しすれば、
原価低減の成果が結果に表れてくると思います。

小見門　貴社のサプライチェーンに関して、再編の動きや仕入
先の経営状況等はいかがでしょうか？

牧野　サプライチェーンの再編に関してCOVID-19を契機と
した大きな動きは特にありません。新しい仕入れ先の開拓は
常に取り組んでいるところです。仕入先を含めて総合力を
高めることが重要だと考えています。中小の仕入れ先に対する
資金面の支援についてもやるべきところはやっていて、大きな

問題は起きていません。

小見門　CASEといった領域への今後の投資について
COVID-19の影響を受けて見直しなどありましたか？

牧野　CASE対応について投資を緩めることは考えていません。
開発費のポートフォリオの中で引き続き優先して取り組みます。
先行技術の研究や新製品の開発、生産自動化のための投資
など、事業部の垣根を越えて優先度の高いものに全体最適
の観点で投資を進めていきます。働き方改革やDX（デジタル
トランスフォーメーション）の動きの中で、IT投資についても
COVID-19が問題になる前から重点的に進めています。働き
方改革の分野において、ジェイテクトでは現在5千人ほどが
在宅勤務で働いています。これができたのはここ数年のIT投資
の成果であるともいえます。優先順位・原単位をしっかり見て、
投資回収を早めていくサイクルをしっかり回していきたいと
思っています。

株式会社ジェイテクト
専務取締役
経営管理本部長

牧野 一久 氏

（インタビューは8月31日に実施しました）
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インタビュー

それから、これまでのジェイテクトでは、市場シェアにこだ
わるあまり収益の「益」がおろそかになっていた部分がありま
した。例えば軸受（ベアリング）事業では、薄利多売になら
ざるを得ないところもありました。利益を上げるために何を
開発するのか、量を追う開発ではなく、積極的に利益をとりに
行く施策を全社事業戦略の中で少し先のビジョンをもって進め
ていきたいと思っています。その際、営業部隊と各事業部門、
開発部門の連携も重要です。これまでは相互のコミュニケー
ションが十分でないところがあったと考えています。例えば、
工作機械を作るときに、精度やコストなどいろいろな理由で
社外からベアリングを調達しているケースがあります。なぜ
ジェイテクトに軸受事業があるにも拘らずベアリングを外部
調達せざるを得ないのか、本来なら事業部連携で内部調達
できないのか、といった事業部の垣根を取り払ったコミュニ
ケーションをしていくことが大切だと思っています。ジェイテ
クトの全体最適の観点でファクトに向き合い、必要な外科的・
内科的な施策を待ったなしで真剣に進めています。

小見門　働き方改革というお話がありましたが、リモート
ワークで明らかになった課題等はありますか？

牧野　リモートワークについてはもともと、働き方改革の一環
で、子育て・介護等を理由とした離職を減らす意味で検討を
進めてきていましたが、いろいろな規制や、管理の難しさが

あって対応が進みませんでした。COVID-19を契機に、「やって
みればできるじゃないか」ということが沢山ありました。これは
COVID-19の感染拡大が終息しても後戻りさせません。これ
まで上限週2日までだったリモートワークの制限を撤廃したり、
通勤手当をやめて他の手当を新設するなど、永続的な取組み
とするための制度化を進めていきます。一方で、業務を進める
上で一番の問題はリモートでのコミュニケーションが挙げられ
ます。既存の仕事を今まで通りに遂行する面ではリモート
ワークでもやれることがわかりましたが、新しいものを作る
ときにはコミュニケーションが必要不可欠ですので、どのよう
に円滑なコミュニケーションを実現するかを考えなければなり
ません。また、うまくリモートで業務が回っているように見え
ても、実は周りとの連携をとらずに担当者個人の自己完結で
終わっているようなところもあるとみています。人事評価の
仕組みを含めて見直しをする必要があります。

小見門　リモートワークというと世間一般ではセキュリティ
対策が問題になっていますが、貴社ではいかがでしょうか？

牧野　重要な問題だと認識しています。従業員一人一人が
しっかり機密保持のマインドを持つ、ということを徹底して
意識付けしていくことが大事です。まじめな人ほどリモート
ワークでの機密保持でストレスを感じているようですので、
しっかり支えてあげたいと思います。

小見門　原価改善等の取組みを進められるとのことでしたが、
サステナビリティ関連の取組みについてはどのようにお考え
ですか？

牧野　ESGについてはこれまでも企業価値向上委員会で議論
をしてきました。最近ではSDGsについても重要課題（マテリ
アリティ）とジェイテクトの目指すべき姿を関連付けて検討を
進めようとしています。6月に就任した佐藤社長とも、年輪
経営をしっかりやっていこうと話をしています。少しずつでも
しっかりと安定的に成長を続けることが重要です。それに
よって、安心してお付き合いいただける会社になる。それに
よって社会の課題解決につながる。コロナ禍においても課題
をしっかり認識した上で取組みを着実に進めていきたいと考え
ています。

小見門　2021年1月に本社を移転するようですね。これも
COVID-19を受けてのことでしょうか？

牧野　本社の移転は様々な意見を反映して検討を進めた結果
ですが、モノづくりへの原点回帰、トヨタグループの一員とし
てのグループ連携強化に繋がると思っております。加えて、
在宅勤務が進んだことも一因となり、以前の想定よりも身軽
に動けるようになりました。せっかくの機会なのでITを活用
した先進的なオフィスにしたいと考えています。
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小見門　貴社の20年度第1四半期の売上は前年比45%ダウン、
通期の業績予想では前年比11.4%ダウンとなっています。この
業績予想についてお聞かせいただけますか？ 

吉貴　大口顧客であるトヨタ自動車に関しては年度計画が
出ていますから、基本的にはその予測をベースにしてフラット
に見積もりました。地域的に見ると、フタバにとっての3極で
ある日本、北米、中国の市場の動向が大きく影響します。
日本では販売好調の車種があり、また、輸出用の製造もして
いますので、下期はリカバリーできると思っています。北米は
いま大変な増産をしています。自動車販売台数は20～30％減
となっていますが、COVID-19の影響で自動車メーカーが製造
を全くしていない期間も前年比7割程度の販売実績があり、
在庫が払底したのが理由です。この動きは予想通りでした。
中国については、7月、8月と前年比10～20%ほど上回って
いますので、COVID-19の影響はあったものの今年度の通年
では前年度を上回ると期待しています。

そのほかにイギリスについては、皆さんお忘れかもしれません
がBrexitが年末に控えています。自動車輸出は大きな変化
がないという話も一部で出ていますが、お客様とのコミュニ
ケーションを密にしつつ注視しているところです。イギリスは、
前段階で2社統合によるオペレーションのスリム化を実施し、
チェコは現地化が進みモデル切り替えのシリーズ化が続くため、
欧州地域としての収益化は順調に進んでいます。インドは
厳しい状況がまだ続いていますが生産は回復傾向、インド
ネシアもオペレーションがある程度戻れば黒字化が見込まれ
ます。これまでの体質強化の施策が効果を発揮し始めている
こともあり、基本的には全ての地域で黒字化が見えています。

小見門　来年度以降の次期中期経営計画を検討中と伺って
いますが、COVID-19の影響を踏まえてどのようなことをお考え
ですか？

吉貴　海外拠点の自立化推進が重要だと考えています。フタバ

はお客様の拠点の近くで製造を行うことを基本としています
ので、基本的には国境をまたいだ輸送がありません。

グローバルでのサプライチェーンの見直しはなく、その地域の
サプライチェーンさえ動いていれば生産活動ができます。ただ、
製造ラインの切り替えについてはフタバ本体からの人的支援に
大きく依存している部分があります。COVID-19の影響で人の
移動が制限されると、製造ラインの切り替えの際に非常に
影響が出ることが明確になりましたので、現在取組み中です
がテクノロジーを活用して日本からリモートで支援をしつつ、
現地拠点側の自立化を加速していきたいと思っています。

また、フタバでは、ボデー溶接設備の外販を行う特機事業と
ボデー部品事業の両方を持っていますが、そのシナジーを
十分に出せていませんでした。これを、生産設備の設計から
実際の製造までフルターンキーオペレーションを担えるような
形にもっていきたいと思っています。CASEのような百年に一度

フタバ産業株式会社
代表取締役　社長

吉貴 寛良 氏

（インタビューは9月3日に実施しました）
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の変化がある中で、今まで自動車メーカーが自ら行っていた
業務をフタバ側に持ってくることができれば、非常に強い事業
となり自動車メーカーからも感謝されると思いますので、今後
の取組みの柱にしたいと思っています。

様々な見方がありますが、GDPの回復は2022～23年まで
かかるというのが有力でしょう。それを見据えて、右肩上がり
の成長ではなく、回復に数年かかる前提でビジネスプラン
ニングをしていこうと思っています。

小見門　COVID-19の影響でEV化の動きが注目されています。
どのように見ていますか？

吉貴　トヨタ自動車の販売を見ると、当初いろいろといわれた
欧州でもHVがほぼ主流になってきています。長期的な面では、
欧州委員会におけるCO2排出量のライフサイクルアセスメント
の議論や、電池の供給が中国に偏っていることに注目してい
ます。また、燃料電池についてはドイツや中国が真剣に取り
組んでいます。そういった動向を踏まえると、純粋なバッテリー
式電気自動車だけが自動車の未来ではないと思いますし、
水素の活用も1つのテーマとして見ておかないといけないと
思います。

小見門　取引先の資金繰りや、競合含めたサプライヤーの
再編の動きについてはどのように見ていますか？

吉貴　取引先に関しては、幸い、赤信号がつきそうなところ
はありません。ただ、我々の取引先は中小企業が多いため、
注意深く見つつ何かあったらすぐに知らせてもらうようにコミュ
ニケーションを密にしています。

また一般論で言えば、サプライヤーの合従連衝や統合の動き
が出ても不思議ではない状況です。しっかりとアンテナを高く
張って業界の動向を注意深くフォローしていきたいと思います。

小見門　製造現場のオペレーションで大きな見直しを検討して
いる領域はありますか？

吉貴　2016年に社長に就任して以降、生産性の向上をずい
ぶん進めてきました。やればやるほど明らかになってきたのが
工場間接といわれる領域の固定費化です。その最たるものが
構内物流で、仕事が増えようが減ろうが変わらない状況でした。
ここを変動費化、最適化していくことが課題だということに
製造部門が自ら気づいて、取り組みを進めています。IoTで
見える化して、仕事量に応じて組み替えて、直接作業と同じ
ように変動費化していく。このインパクトは大きく、フタバ本体
は既に取り組んでいるため、海外子会社含めて取り組みを
展開し、定着させていきます。

小見門　海外拠点の状況はいかがですか？

吉貴　中国についてはお客様の生産撤退がありましたが、
先手を打って拠点の譲渡ができたので影響を最小限に抑える
ことができました。今後も我々なりのシナリオを検討して、
積極的に生産体制の最適化を進めていきます。

またFIC（シカゴ）のオペレーションの効率化、FIO（カナダ）の
オペレーションの能力増強など、既存の拠点内での取り組み
が今後増えていきます。

小見門　サステナビリティ関連の取組みについてはどのように
考えていますか？

吉貴　ESGやSDGsに関する投資家サイドの変化が速いと
実感しています。今年の1月に企業行動推進室を設置して、
サステナビリティ関連の取り組みを強化していくことにしま
した。かつてのように、儲かったら寄付するとか、ボランティア
でこれをやろうではなくて、企業活動の本丸の議論の中でどう
サステナビリティに貢献できるかを整理して、そこを従業員
全員がきっちり理解し、必要であれば新しい活動に結び付け、
旧来実施していることは再整理して理解し直し、しっかり取り
組んでいければと思っています。

インタビュー

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 



67

小見門　COVID-19への対応で難しかったことはありますか？

経営企画担当部長　現時点ではおおむね落ち着いていますが、
初めのころは、各国における当局の指示やお客様の工場の
稼働に合わせて対応するのが大変でした。国によっては突然
の工場稼働停止命令がありましたし、夜間外出禁止令や、
出社する従業員数の上限が設定された地域もありました。
従業員の出社が可能な地域であっても、公共交通機関が
止まるなどしたため、いろいろなことに対して同時に対応する
必要がありました。また、外部リソースの手配についても他社
との競争になる部分もあったため、苦労しました。

今回の対応の教訓の1つとして、弊社は各地域に進出している
こともあり、そういった地域別の情報入手とその集約の仕組み
づくりの重要性が挙げられると思っています。また、今後は
さらに事業継続に向けた対応強化が重要だと考えています。
これまでもBCP対応として、どこかの工場が止まった時に他の

工場で代替生産を行うようなことは考えていましたが、今回の
COVID-19のようにグローバルで同時多発的に様々な状況が
発生するシナリオは準備できていませんでした。事業継続の
ためにはこれまでの想定よりもさらにレベルの高い柔軟性が
必要と考えています。

小見門　業績面への影響はいかがでしょうか？

経営企画担当部長　弊社では自動車以外でもいろいろな事業
を展開していますが、主体である自動車関連事業については、
自動車メーカーの動向がそのまま反映された形になりました。
自動車以外の事業ではCOVID-19の影響がそれほど出てい
ないものもあり、事業のポートフォリオの重要性を感じたところ
です。

小見門　リモートワークへの移行はスムーズに対応できまし
たか？

経営企画担当部長　リモートワーク自体は働き方改革の一部
として導入を検討していました。今回は感染症対策を目的に
導入せざるを得ない形となり導入しましたが、結果的に業務
に大きな支障は出ていません。

管理部門の従業員は早い時期からリモートワークに移行しま
したが、最初はうまくいきませんでした。ネットワークインフラ
がボトルネックになり、Web会議への参加やサーバーへの
アクセスが不安定だったので、対応が必要でした。また、
情報セキュリティに関連して、従来の社内規則を遵守しながら
リモートワークをすることに難しい点があり、急いでルールを
見直しました。

デジタル化やニューノーマルといわれる働き方への対応への
必要性は社内でも認識されています。以前は、稟議書は原本
をもってハンコをもらいに回るのが当たり前でしたが、今では
電子決裁に移行しつつあります。そういったデジタル化の余地

大手サプライヤー
経営企画担当部長

（インタビューは9月15日に実施しました）
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がいくつか見つかりました。引き続き、新しい働き方に沿った
環境を整備していくということになると考えています。

小見門　人事・労務面の管理はどうでしたか？

経営企画担当部長　海外拠点でも独自に対策を進め、たとえ
ばスマホを活用して健康状態の確認ができるようにするなど、
各拠点での水際対策はきっちりやりました。結果として、海外
では市中の感染率に比べて弊社関係者の感染率はかなり低く
抑えられています。

小見門　海外への渡航ができなくなったことで問題はありま
せんでしたか？

経営企画担当部長　この状況の中でやれることをやるしかな
くて、その中でオペレーションは何とか回っています。

ただ、ガバナンス・内部統制関連では一部の活動が停滞する
ところはありました。COVID-19以前は本社の内部監査部門
が各地域に往査したり、地域の会議体に本社の担当者が現地
で出席したりして課題を整理するようなことをしてきましたが、
面着でのコミュニケーションができなくなりました。そもそも
オペレーションを維持するだけで手いっぱいでこのような領域
に割ける時間が限定されましたし、拠点によっては管理部門の
人数が減っているということもあり、本社へのレポーティング
を含めて従来の手法に基づく統制はCOVID-19以前と比べる
と効きづらくなっている部分はあります。

小見門　コスト削減についてなにか検討されていることはあり
ますか？

経営企画担当部長　リーマンショック以降、自動車業界は
ずっと右肩上がりで仕事が増えてきて、それがCOVID-19の
影響で受注が急減し、しかも今回はその影響が2～3年は
続きそうだとなった時に、どう対応するのかは今後の課題と
いえます。オペレーションの見直しが必要と思っています。

コスト低減のための対策はいろいろと進めていますが、削れる
コストには上限がある中で、単純に減らせばいいという話には
なりません。例えば生産の自動化を徹底して人を減らすという
のは1つの選択ですが、受注の増減にフレキシブルに対応する
上では人手でカバーする部分があってもいいと個人的には
思っています。その場合は雇用の仕組みで知恵を出すことに
なります。雇用の調整については各国の法令や、拠点ごとの
巧拙が出る部分だと思います。なかなか正解がない話ですが、
各国の習慣や拠点ごとの特徴、事情に合わせた判断が必要と
思います。

小見門　今後の投資に関連してなにか検討されていることは
ありますか？

経営企画担当部長　新しい事業の種をまく必要があります。
CASEの話もありますが、COVID-19を受けて自動車の価値
をどこに見出すか、その見方が変わった人も多い。会社の

通勤も、自動車ならOKで公共交通機関はNG、という動きも
あります。今までは、自動車は単純に移動するための手段
だったかもしれませんが、「安全を確保しながら」移動する
手段に価値が変わってきています。自動車の価値が変わると、
そこに求められる技術も変わってきて、我々が提案する製品も
変わってくる。そういった意味で製品のポートフォリオを拡充
する可能性があります。

小見門　CSRやサステナビリティへの取組みに変化はありま
すか？

経営企画担当部長　COVID-19によって、何か方向性や取り
組みを変える予定はありません。

インタビュー
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国際経済研究所　非常勤フェロー
KPMGモビリティ研究所　アドバイザー

宮代 陽之 氏

（インタビューは9月11日に実施しました）

小見門　宮代様には7月からKPMGモビリティ研究所のアド
バイザーに就任いただきましたが、モビリティという文脈の
中で、都市がどう変わろうとしているか、ひいては自動車産業
にどのような影響が出そうでしょうか？

宮代　COVID-19の影響を受けて緊急事態宣言やロックダウン
ということになった時に、各国のシンクタンク等が言い出した
のが、道路のソーシャルディスタンスをどう確保するのか、
同時に人の流れを止めないためにどうするのか、ということで
した。結論を一言で言うと、自動車を減らして人や自転車の
ための道路（slow streets）を作ろうということでした。背景
として、大気汚染がCOVID-19の死亡率を上げるという話が
あり、クルマよりも人や自転車を尊重する、昔からのウォーカ
ブル（居心地がよく歩きたくなる）な街づくりに向けた動きが
世界の主要都市で加速しました。OECDのレポートでも簡便
な形で暫定的に道路の幅を狭めたり車線を減らしたりするなど
して、代わりに歩道や自転車専用道路を確保する動きを「タク
ティカルアーバニズム（tactical urbanism）」という言葉を使って
提案しています1。

小見門　COVID-19を受けてそういった提案が実行されている
事例はあるのでしょうか？

宮代　大掛かりな事例でいうと、ベルギーの首都ブリュッセル
はある意味社会実験的に、特定のゾーン内における自動車の
通行を制限して、歩行者や自転車が車道を自由に往来できる
ような歩車共存の実験をかなり広い範囲でやっています2。
ゾーン内では自動車の通行は時速20km制限、つまり仮に人に
ぶつかったとしても大事に至らないような速度として、かつ、
人の往来が優先ということを、徹底して3ヵ月実施して、その
結果が良かったのでそれを9月からさらに6ヵ月延長しています。
一部30キロ制限としているところもありますが、COVID-19
対応としての制限と商業活動との両立が図れる現実的な手段
として、このような措置がこのまま続くのではないか、歩行者
優先の歩車共存が続くのではないかとみている人が多いと思い
ます。

それからパリでは自転車道の整備を積極的に進めており、
COVID-19を機に一部車道を簡易自転車レーンに置き換えて

います。また、大パリ都市圏の650km分の自転車専用路を
自転車が走れるようにする計画が元々あったのですが、その
予算化を前倒ししています。パリでは歩いて完結できる「15分
街づくり（15 Minute-city）」というのを今年2月に発表して
いたので、両方あわせて自動車について抑制方向に進めて
います3, 4。

もっと露骨に自動車の利用を抑制する方向に進めているのが 
ロンドンで、COVID-19を受けて渋滞税（Congestion Charge）
や超低排出ゾーン（Ultra-Low Emission Zone）料金が再導入
されました5。世界最大のカーフリーゾーン（自動車乗入れ禁止
区域）を作るための施策も実施しています。

小見門　COVID-19の影響で海外の大都市ではそのような
動きになっていたのですね。

宮代　こういった大都市を中心とした動きの中で、公共交通に
ついては「必要ではあるもののソーシャルディスタンスを確保
しないといけない」と考えている都市が多く、例えばCOVID-19
のクラスターが発生したミラノが代表例ですが、電車の中に
間隔をあけて立ち位置のしるしを書いたり、座席はひとつおき
にしか座れないようにしていますので、乗客数は今までの3～4
割程度、場合によっては2割に落としてもしょうがないという
ような考え方で対応している都市があります。公共交通を
含めたマルチモーダルで自由な移動をめざして推進されてきた
MaaSの世界ですが、COVID-19の影響で「今までよりも公共
交通機関の利用者数が減るのはしょうがない」というふうに
トーンダウンしている面があります。

小見門　自動車が街から締め出された上に、公共交通機関の
キャパシティも低下するわけですね。

宮代　公共交通機関が不便になると、普通は自家用車への
シフトが考えられるわけですが、そこは個人の思いと都市の
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インタビュー

政策が対立する部分です。個人は自家用車を使おうとしていて、
中国でも自動車が売れました。一方で都市行政サイドは、
環境やスペースへの意識が高い街ほど、すでに述べたような形
で自動車を抑制する方向で施策を進めています。ただ、そう
すると移動の手段がなくなってしまいますので、ここにきて 
再度注目を浴びているのがマイクロモビリティです。マイクロ 
モビリティには人力の自転車も含まれますが、改めて電動の
もの、電動キックボードが非常に再評価され始めています。
一時期は街中で散乱していたり、障がい者がそれで転んで
怪我をするような事故が多発したりしたためかなりネガティブ
な意見がありましたが、ここにきてそれを許容せざるを得ない 
ということになってきています。最大の論点は移動のための
スペース効率で、自動車とマイクロモビリティでは人ひとりを
運ぶために必要なスペースに大きな差があります6。特に欧米 
では、短い距離でも自動車に乗っていたような人に対して、
その部分の移動の代替策として自転車や電動マイクロモビリ
ティを提示できる点が改めて評価され、むしろこれまで以上
にプッシュされている面があります。電動キックボードの本格
普及に向けた安全基準づくりの議論はCOVID-19以前から
始まっていて、米国SAEでも動いています7。

小見門　海外ではマイクロモビリティがいよいよ本格的な普及
フェーズに入るわけですね。

宮代　これまで電動キックボードやマイクロモビリティは
スタートアップ企業が主役でしたが、自動車メーカーも参入し
始めています。VWグループ傘下であるスペインのセアトが8月
にバルセロナで、電動バイク（E-Moped）のシェアリングサー
ビスをロールアウトしました8。彼らはすでに電動キックボード
を販売しており、超小型EVを来年には投入するとしています9。
今までの自動車メーカーの製品の範囲を拡張したような形で
モビリティに対応しようというVWグループの戦略として、先陣
を切ってセアトが参入したわけです。

モビリティサービス側から電動キックボードへの算入もあり
ます。BlaBlaCarという自動車の同乗者をマッチングするサー
ビスがありますが、そのBlaBlaCarがスウェーデンの電動
スクーターのシェアリングサービススタートアップであるVoiと
組んで、ラストマイルの移動手段として電動スクーターを選択
できるサービスを6月にフランスで始めました10。こういった
動きもCOVID-19の影響があるがゆえに加速しているとみて
いいでしょう。

小見門　日本国内ではそのような動きはあまり聞きませんが…

宮代　日本での事例は少ないですが、たとえばスタートアップ
の中でLuupという会社は電動キックボードを作り始めたものの
日本では自由に走れないことも
あり、自由に走れる小型電動
アシスト自転車のシェアリング
を5月に都内で提供開始してい
ます11。すごく小さいので自動
販売機ぐらいのスペースに止め
られるスペースコンシャスなとこ
ろがウケていて、置いてみよう
という店が増えているようです。
こういったサービスがじわじわと
自動車の使い方やあり方に影響
すると考えられます。

それから、プレーヤーのいろ
いろな組み合わせをやってみよう
という流れで出てきているのが、
バスの中に泊まれるバスハウス
ということをやっているアオイエ
という会社と、電動アシスト付き
自転車を提供するマイメリット

という会社が組んで、観光地で寝泊りと移動を提供するサー
ビスに挑戦していて、実証実験を今年の頭はじめからから
やっています。

また電動化とシェアリングの流れの中で、今後に注目している
のがマイクログリッドのマネジメントです。COVID-19だから
ということではないでしょうが、スマートドライブと丸紅が
組んでEVの導入コンサルやフリート管理、配車・充電タイ
ミング管理サービスを始めています12。グリッドの最適化を
するところにも踏み込んでいて、環境への懸念が強まっている
中で電力は非常に重要ですから、電動化と電力管理の最適化
というスマートシティの世界についに足を踏み入れるという
意味でこれは非常に面白い動きだと思います。

備考

鉄軌道
路線バス

徒歩
自家用車

タクシー

オンデマンド相乗り

⤴ ⤴ ⤵ ⤵ ⤵
Social Distancing
  (1-2m)&
３C (Closed/  
Crowded/ 
Close-Contact)

Alternative

Re-focus

Re-positioned 
as  Core

PM2.5／Nox

⤴ ⤴ → ⤵ ⤵ ⤵

Ride-Hailing ⤴ → → →

/Ride-share ⤴ ⤴ ⤴ ⤴ ⤴

電動Micromobility

人力Micromobility
⤴ ⤴ ⤴⤴ ⤴⤴ ⤴⤴

⤴ ⤴ ⤴ ⤴⤴ ⤴⤴ ⤴⤴
⤴ ⤴ ⤴⤴ ⤴⤴ ⤴⤴
⤵ ⤵ ⤵⤵ ⤵ ⤴

Pre COVID-19

都市 事業者 利用者 都市 事業者 利用者
With/After COVID-19

COVID-19がMaaSに及ぼす影響
◆ MaaSの考え方・アプローチの有効性を都市は再確認
　　　影響大→ポリシー変化：公共交通・電動Micromobility
　　　自家用車：個人の意識と都市意向に乖離

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 



71

一方で、路線バスや電車は乗客数を減らそうという世界的な
動きの中で、シェアリングについて感染対策をしながら乗って 
もらおうということをいち早く日本で始めたのがNearMeです。 
NearMeは企業と契約して通勤の公共交通負担を減らし、混雑 
緩和に貢献しようということでスタートしていまして、NearMe
コミュートという通勤サービスを6月に始めています13。毎回
消毒したりして安心感を持って使ってもらえるようなことを
やっていて、タクシーもそうですが、乗り合わせて不安がない
相乗りサービスの世界をいかに作るかがキモになっていて、
動きとして注目しています。

小見門　日本ではバスやタクシーが物流を始めるケースも報道
されていました。

宮代　人の移動だけじゃなくてモノの移動やサービスという
のが、実は日本ではすごくはやっています。ビジネス街での
ランチ向けのキッチンカーのマネジメントをしているMellow
という会社が、COVID-19を機にマンション街に目を向け、
巣ごもり生活の方々にあったかいランチを提供するサービスを
4月に始めました14。Mellowは自治体と組んで地方の特産品
を使った商品をフードトラックで販売するサービスも始めて
おり15、消費者ニーズを良く知るプレーヤーがモビリティを活用
して農林漁業の6次産業化を支える動きとして面白い。

ほかにも、とくし丸という移動スーパーがCOVID-19を機に
注目されています。高齢者に商品を届けることで会話が生まれ
て、自分で選ぶ楽しみがある。自治体と連携した見守りサー
ビスも手掛けています。

また、タクシーの国際自動車による買い物代行16やフードデリ
バリーサービス17が5月頃に出てきましたが、当初はテレフォン
オペレーターによる受注を行っていました。これがその後に
進化して、物流プラットフォームCB Cloudが提供する荷主×

ドライバーのマッチングプラットフォームと提携しました18。
人を運ぶ・モノを運ぶという境界線がなくなり、ノウハウが
あれば両方運ぶようになってきているというわけです。そう
なってくると、今までのように人を運ぶクルマとモノを運ぶ
クルマを峻別しないで、その境界線が自由に切り替えられる
ようになると面白い動きになります。トヨタのeパレットもどち
らにも使えると言っていますが、マルチに使える乗り物・クルマ
というのはひとつ面白い世界になる可能性がありますし、その
ような形で、貨客混載を含めて、様々なモノとサービスが人の
方に寄っていく動きが顕著に出てきたのがCOVID-19以降の
特徴といえます。

小見門　CASEのC、コネクティッドについては何か動きが
ありそうでしょうか？

宮代　コネクティッドのところでもいろいろ動きがあって、私が 
注目しているのはBMWです。これはCOVID-19とは関係ない 
ですが、たとえば後付けでシートヒーターを使いたいときに
OTAによりサブスクリプションで使えるようになるサービスを
計画しています19。OTAによるソフトウェアの更新はテスラが
先行していますが、他の自動車メーカーでもそういった動きが
出てきたことは注目されます。実はハードウェアをあらかじめ
車体に組み込んでおくのはそれほど高価でもなくて、ソフト
ウェアでその機能をオンオフできるようにしておくというのは
新しいオプションの考え方として今後重要になるでしょう。
オプション機能を利用料で費用回収する考え方は、シェア型
のビジネスを考える中で1つの方策として一歩進んだものです。
クルマの作り手の考え方が、保有ではなく利用を前提に考える
ことが浸透してきているとも言えます。このサービスがどれ
だけ消費者に受け入れられるか、要注目です。

1  OECD、「Cities policy reponses」、http://www.oecd.org/coronavirus/policy-
responses/cities-policy-responses-fd1053ff/

2  ブリュッセル市、「Adjustment of the Pentagon residential area」、https://www.
brussels.be/residential-area

3  Forbes、「Paris To Create 650 Kilometers Of Post-Lockdown Cycleways」、https://
www.forbes.com/sites/carltonreid/2020/04/22/paris-to-create-650-kilometers-
of-pop-up-corona-cycleways-for-post-lockdown-travel/#433c884054d4

4  FRANCE 24、「Paris to keep new cycling paths beyond pandemic」、https://
www.france24.com/en/20200916-paris-to-keep-new-cycling-paths-beyond-
pandemic

5  ロンドン市、「Car-free zones in London as Congestion Charge and ULEZ 
reinstated」、https://www.london.gov.uk/press-releases/mayoral/car-free-zones-
in-london-as-cc-and-ulez-reinstated

6  International Transport Forum、「Re-spacing Our Cities For Resilience」、https://
www.itf-oecd.org/sites/default/files/respacing-cities-resilience-covid-19.pdf

7  SAE International、「SAE J3194TM TAXONOMY & CLASSIFICATION OF 
POWERES MICROMOBILITY VEHICLES」、https://www.sae.org/binaries/
content/assets/cm/content/topics/micromobility/sae-j3194-summary---2019-11.
pdf

8  SEAT、「SEAT MÓ rolls out its motosharing service in Barcelona」、https://www.
seat-mediacenter.com/newspage/allnews/company/2020/SEAT-MO-rolls-out-
its-motosharing-service-in-Barcelona.html

9  SEAT、「SEAT MÓ Urban Mobility」、https://www.seat.com/mobility/mo/
overview.html

10  BlaBlaCar、「BlaBlaCar & Voi Technology join forces to offer BlaBla Ride scooters 
in France」、https://blog.blablacar.com/newsroom/news-list/blablaride

11  LUUP、「非3密型の移動手段として、小型電動アシスト自転車による シェアサイクルサー
ビス「LUUP」を提供開始」、https://luup.sc/news/share-cycle-start/

12  スマートドライブ、「丸紅株式会社との連携開始について ~EV フリートマネジ
メントサービス構築に向けて～」、http://news.smartdrive.co.jp/wp-content/
uploads/2020/08/20200820_MS2.pdf

13  nearMe、「WITHコロナ時代の通勤を鑑み、少人数のドアツードア通勤シャトル
「nearMe.Commute(ニアミー コミュート)」を運用開」、https://prtimes.jp/main/html/
rd/p/000000022.000031733.html

14  Mellow、「Mellow、緊急事態宣言で急増する「自粛疲れ」解消支援に「3密」回避の
フードトラックによるマンション向けパッケージ「おうちでTLUNCH」を開始」、https://
www.mellow.jp/blog/mellow-3-tlunch

15  Mellow、「都市と地域をつなげるアンテナショップ・モビリティ事業者募集のお知らせ」、
https://www.mellow.jp/shopmobility-yamaguchi

16  国際自動車グループ、「「買い物代行サービス」の運行について」、https://www.km-
group.co.jp/press/topics/2020/2155/

17  国際自動車グループ、「国際自動車　タクシーフードデリバリーサービス開始 ～みん
なのタクシーとTableCheckとの連携～」、https://www.km-group.co.jp/press/
release/2020/2243/

18  CBcloud、国際自動車グループ、「CBcloud「PickGo 買い物代行」と国際自動
車が業務提携　プロのドライバーによる最短30分以内の買い物代行「超お急ぎ
便」を開始！」、https://www.km-group.co.jp/press/wp-content/uploads/
sites/2/2020/07/20200701-2.0.pdf

19  BMW、「BMW: Host of new features coming to iDrive 7, free via OTA updates」、
https://www.bmwblog.com/2020/07/02/bmw-host-of-new-features-coming-to-
idrive-7-free-via-ota-updates/

© 2020 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global 
organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 



72

ANGELIKA  
HUBER-STRASSER

謝辞

EMAおよびドイツ担当
オートモーティブ責任者

今年のサーベイに参加してくださった回答者と
協力者の皆さまに心より感謝申し上げます。

第21回目となる2020年のサーベイでは、世界の主要な自動車
関連企業の1,100名以上の上級幹部の皆さまを対象としてインタ
ビューを実施しました。昨年同様、ご参加いただいた企業は、
自動車メーカー、サプライヤー、ディーラー、金融サービス会社、
モビリティサービスプロバイダー、情報通信技術セクターの企業
です。また、エコシステム全体にわたって包括的に多様な見解が
得られるよう、エネルギー／インフラプロバイダーと政府機関の
皆さまにもインタビューを実施しました。

さらに、世界中の2,000名以上の消費者の皆さまから貴重な見解
や予想をお寄せいただき、世界の主要な自動車企業のエグゼク
ティブの意見と比較することができました。

大変洞察に満ちた回答をいただき、貴重な時間を割いていただ
いた参加者の皆さまに心より御礼申し上げたいと思います。

今回のサーベイのリーダーとして多大な熱意を持って尽力して 
くれたDieter Beckerに特に感謝します。さらに、KPMGグロー
バル・オートモーティブ部門運営グループのメンバー全員と、
グローバルおよびEMA担当オートモーティブエグゼクティブの
Aline Doddが率いるドイツのAutomotive Instituteチームの
メンバー全員に対し、このThought Leadershipプロジェクトの
実現にあたって独創性と発想力を発揮して尽力してくれたことに
感謝します。
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